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第 1 調査の目的等 

1 目的 

この調査は、今後更に在留外国人の増加が見込まれることを踏まえ、生活者としての外国人に対す

る支援の充実を図る観点から、外国人の在留が比較的多い東海 4 県（愛知県、岐阜県、静岡県、三重

県）の国の行政機関における外国人に対する相談体制の整備状況、同相談窓口における外国人相談者

に対する利便性の確保状況、地方公共団体の相談窓口との連携状況等を調査し、実態や課題の整理を

行うとともに、関係行政の改善に資するために実施したものである。 

2 対象機関 

⑴ 調査対象機関

中部管区行政評価局、東海総合通信局、静岡地方法務局、名古屋法務局、岐阜地方法務局、津地方

法務局、名古屋出入国在留管理局、東海財務局、名古屋税関、名古屋国税局、東海北陸厚生局、岐阜

労働局、静岡労働局、愛知労働局、三重労働局、関東農政局静岡県拠点、関東農政局西関東土地改良調査

管理事務所、関東農政局三方原用水二期農業水利事業所、東海農政局、関東森林管理局静岡森林管理署、関

東森林管理局天竜森林管理署、関東森林管理局伊豆森林管理署、中部森林管理局名古屋事務所、中部森林管理局愛

知森林管理事務所、中部森林管理局岐阜森林管理署、中部森林管理局飛騨森林管理署、中部森林管理局東濃森林

管理署、近畿森林管理局三重森林管理署、中部経済産業局、中部地方整備局、中部運輸局、関東地方環境事

務所富士箱根伊豆国立公園管理事務所沼津管理官事務所、関東地方環境事務所富士箱根伊豆国立公園管理事務所下田管理

官事務所、中部地方環境事務所 

【対象機関数：34機関（ブロック機関：13機関、県単位機関：8機関、ブロック機関及び県単位機

関以外の機関：13機関）】 

（注）上記のブロック機関及び県単位機関については、出先機関がある場合、出先機関にも書面

調査を実施したため、調査対象の総数は 458機関となる。 

⑵ 関連調査等対象機関

愛知県、岐阜県、静岡県、三重県、愛知県豊橋市、岐阜県可児市、静岡県静岡市、三重県津市

東海税理士会豊橋支部

3 担当部局 

   中部管区行政評価局 

4 調査実施時期 

 令和元年 12月～2年5月 
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第 2 調査の結果 

1 外国人に対する相談体制の整備状況 

調 査 結  果  等 

【制度の概要等】 

我が国に在留する外国人は増加の一途をたどっており、法務省「在留外国人統

計」によれば、平成 24年末に 203万 3,656人であった在留外国人数は、令和元年

6月末には 282万 9,416人まで増加（約 139％）し、過去最高となっている。中部

管区行政評価局管内においては、愛知県が 27万 2,855人（全国 2位）、静岡県が

9万 6,654人（同 8位）、岐阜県が 5万 7,606人（同 13位）、三重県が 5万 4,254

人（同 15位）と、多くの外国人が在留している。 

平成 30年 12月には、出入国管理及び難民認定法（昭和 26年政令第 319号）が

改正され、31年 4月から新たな外国人材の受入れ制度が始まり、今後、在留外国

人が更に増加することが見込まれる中、外国人材の受入れ・共生に関して目指す

べき方向性を示すものとして、30 年 12 月に「外国人材の受入れ・共生のための

総合的対応策」（平成 30年 12月 25日外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚

会議。翌令和元年 12 月に改訂）が取りまとめられ、政府としては、「在留資格を

有する全ての外国人を孤立させることなく、社会を構成する一員として受け入れ

ていくという視点に立ち、外国人が日本人と同様に公共サービスを享受し安心し

て生活することができる環境を全力で整備していく」とし、生活者としての外国

人に対する支援の施策として、行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備等に

取り組むとされている。 

また、外国人の受入れ・共生に関して総合調整機能を有する法務省では、ホー

ムページ内の「外国人生活支援ポータルサイト」において、「困ったときの問合せ

先」を掲載し、国の行政機関等の相談窓口を公表するとともに、「地域における相

談窓口一覧」を掲載し、地方公共団体等の相談窓口も都道府県ごとに公表してい

る（令和 2年 3月 9日更新）。 

これら行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備等は、我が国において外国

人が生活するに当たり重要な役割を担っており、更に、外国人からの相談に対し

てはきめ細やかな対応が必要となっている。 

なお、在留外国人統計（令和元年 6月末）に基づき、東海地方の 4県（愛知県、

岐阜県、静岡県及び三重県。以下「東海 4県」という。）ごとに、国籍別の外国人

数をみると、愛知県、静岡県及び三重県ではブラジル人が最多で、岐阜県ではフ

ィリピン人が最多である。 

【調査結果】 

 今回、当局が東海 4 県に所在する国の行政機関について、外国人に対する相談

窓口の整備状況等を調査した結果、次のような状況がみられた。 

⑴ 外国人に対する相談窓口の整備状況と外国人への対応方法

ア 相談窓口の整備状況

出入国管理及び難民認定法（昭和 26年政令第 319号）の改正に伴う「外国

-2-
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人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）」等により、国の行政機関

は外国人に対する相談窓口の整備に着手しているものの、在留外国人数の多

い東海 4 県において、その整備状況や具体的な内容が明らかになっていない

ため、当局が、東海 4県に所在する国の行政機関 458機関（注）について、外

国語対応の可能な窓口を有しているか調査した（476窓口）。 

その結果、東海 4 県内においては、190 機関が外国語対応の可能な窓口を

有している状況であった（195窓口）。これら機関（窓口）を県別にみると、

愛知県内では 71機関（72窓口）、岐阜県内では 34機関（35窓口）、静岡県内

では 52機関（54窓口）、三重県内では 33機関（34窓口）が、外国語対応の

可能な窓口を有していた。 

また、東海 4県内の外国語対応の可能な窓口を有する 190機関（195窓口）

のうち、外国人に特化した窓口を有する機関は、55機関（55窓口）であり、

これら機関（窓口）を県別にみると、愛知県内では 19機関（19窓口）、岐阜

県内では 9機関（9窓口）、静岡県内では 19機関（19窓口）、三重県内では 8

機関（8窓口）となっている。 

なお、外国語対応の可能な窓口を有していない 268 機関（281 窓口）は、

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）」に掲載されていな

い国の行政機関、及び法務省ホームページ「外国人生活支援ポータルサイト」

の「困ったときの問合せ先」に掲載されていない国の行政機関であって、そ

のほとんどが職務の性質上外国人からの相談が想定されていない機関であ

る。 

（注）国の行政機関 458機関の選定方法について 

以下のⅰ)及びⅱ)のいずれにも該当する機関とした。 

 ⅰ）地方支分部局 

ⅱ）愛知県に所在する機関については、愛知官公庁行政相談連絡協議会（注 1）の構成機関（注 2）。 

岐阜県、静岡県及び三重県に所在する機関については、これらの県内において、上記構成機関

と同様（又は一部）の所掌事務を有する機関 

（注 1）「愛知官公庁行政相談連絡協議会」は、中部管区行政評価局（行政相談課）が主催する連

絡協議会であり、国の出先機関等が行政相談に関し相互に緊密な連絡調整を図り、行政の円

滑な運営に資することを目的として設置されているものである。 

（注 2）構成機関（地方支分部局のみ）：中部管区行政評価局、東海総合通信局、名古屋法務局、

名古屋出入国在留管理局、東海財務局、名古屋税関、名古屋国税局、東海北陸厚生局、愛

知労働局、東海農政局、中部森林管理局 名古屋事務所、中部経済産業局、中部地方整備局、

中部運輸局、中部地方環境事務所

イ 各相談窓口における主な対応方法

東海 4県において外国語対応可能な窓口を有している 190機関（195窓口）

の機関名を示すと、中部管区行政評価局（管内の行政監視行政相談センター

を含む。）、東海総合通信局、静岡地方法務局・名古屋法務局・岐阜地方法務

局・津地方法務局（登記に関する業務については、管内の支局及び出張所を

含む。）、名古屋出入国在留管理局、名古屋国税局（管内の税務署を含む。）及

び岐阜労働局・静岡労働局・愛知労働局・三重労働局（管内の労働基準監督

署及び公共職業安定所を含む。）である。 
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  これら窓口における対応方法をみると、次のような状況がみられた。 

（ア）通訳の配置 

通訳を配置している窓口は、195窓口のうち 56窓口（28.7％）みられ、

機関名（窓口数）は、名古屋出入国在留管理局（1窓口）及び岐阜労働局・

静岡労働局・愛知労働局・三重労働局（管内の労働基準監督署及び公共職

業安定所の一部も含む 55窓口）である。 

これら機関の通訳の対応言語をみると、ポルトガル語の通訳を配置して

いる窓口は 52窓口（通訳を配置している窓口のうち 92.9％）、スペイン語

は 26窓口（46.4％）、英語は 19窓口（33.9％）等となっており、東海 4県

で在留外国人数が最も多いブラジル人の使用するポルトガル語の通訳が最

多となっている。 

  （イ）対面相談における対応方法 

  ⅰ）電話による三者間通訳 

対面相談において「電話による三者間通訳」（注）の利用ができる窓口は

195窓口のうち 99窓口（50.8％）みられ、機関名（窓口数）は、静岡地

方法務局・名古屋法務局・岐阜地方法務局・津地方法務局（人権相談 4窓

口）及び岐阜労働局・静岡労働局・愛知労働局・三重労働局（管内の労働

基準監督署及び公共職業安定所を含む 95窓口）である。 

（注） 「電話による三者間通訳」とは、窓口の職員等と相談者の間に民間の通訳業者が入って意

思の疎通を図るものである。 

  ⅱ）通訳機器・通訳アプリ 

対面相談において「通訳機器・通訳アプリ」が利用できる窓口は 195窓

口のうち 5窓口（2.6％）みられ、機関名（窓口数）は、中部管区行政評

価局（管内の行政監視行政相談センターを含む 4 窓口）及び東海総合通

信局（1窓口）である。 

  （ウ）対面以外の相談における対応方法 

  ⅰ）電話相談（外国語対応） 

対面以外の相談において「電話相談（外国語対応）」を実施している窓

口は 195窓口のうち 85窓口（43.6％）みられ、機関名（窓口数）は、上

記（ア）の通訳を配置している 56窓口に加えて、静岡地方法務局・名古

屋法務局・岐阜地方法務局・津地方法務局（外国語人権相談ダイヤル。4

窓口）、国税局（名古屋国税局電話相談センター（英語）。1窓口）及び岐

阜労働局・静岡労働局・愛知労働局・三重労働局における通訳未配置の

労働基準監督署（通訳が配置されていない場合、外国人労働者向け相談

ダイヤルにより対応。24窓口）である。 

  ⅱ）メール相談（外国語対応） 

対面以外の相談において「メール相談（外国語対応）」ができる窓口 195

窓口のうち 8窓口（4.1％）みられ、機関名（窓口数）は、中部管区行政

評価局（管内の行政監視行政相談センターを含む。ただし、総務省行政

評価局が対応）及び静岡地方法務局・名古屋法務局・岐阜地方法務局・

津地方法務局（人権相談に限る 4 窓口。ただし、名古屋法務局（静岡地

方法務局のみ東京法務局）が対応）である。 
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 （エ）外国人に特化した相談窓口 

外国語対応の可能な窓口のうち、外国人に特化した窓口を有する行政機

関は、図表 1－⑴－②のうち、「労働局（労働基準）」、 （外「労働基準監督署

国人労働者相談コーナー有り） ービ」及び「公共職業安定所（外国人雇用サ

スコーナーに該当） する」であり、いずれも通訳が配置されている窓口を有

機関となっている。 

ウ 95窓東海 4県において外国語対応の可能な窓口を有している 190機関（1

口）の具体的な名称、相談内容、外国人への対応方法等

を有今回の調査で把握できた東海 4 県における外国語対応の可能な窓口

している 190機関（195窓口）の「行政機関名」、「相談窓口名」、 でき「相談

る内容・相談例」、 外国「対応言語・対応体制」等の具体的な内容は、別冊「

語対応の可能な相談窓口ガイド（国の行政機関）」のとおりである。 

政機上記の別冊は、これまで明らかになっていなかった東海 4県の国の行

もの関における外国語対応の可能な窓口の整備状況等を一覧で確認できる

、医となっている。東海 4県内においては、外国人のために在留手続、雇用

応す療、福祉、出産・子育て・子供の教育等の生活に関わる様々な相談に対

の窓る窓口を設置している県及び市があるが、今回の調査において、これら

先と口の担当者から、相談者に他機関の相談窓口を案内するためには、紹介

見がなる相談窓口の多言語対応状況や対応内容を把握しておきたいとの意

等の聞かれている。このため、これらの窓口や外国人の生活を支援する団体

業務に、上記の別冊を役立てていただくことを期待する。 

⑵ 外国人からの相談状況

単位当局では、東海 4 県に所在する国の行政機関のうち、ブロック機関・県

して、機関（21機関）及び項目 2で現地調査をした出先機関（10機関）を対象に

から外国人からの相談状況を調査したが、調査した行政機関の中には、外国人

られの相談を区分して記録を残しておらず、概数でしか把握できない機関もみ

た。 

このため、相談実績があると回答した窓口の中で、平成 30年度の相談件数を

整理した結果、「10,001件以上」が名古屋出入国在留管理局、「5,001件～10,000

件」が浜松公共職業安定所及び名古屋中公共職業安定所、「1,001件～5,000

件」がハローワークプラザ可児、浜松労働基準監督署、愛知労働局及び津公共

職業安定所となっている。 

図表 1－⑴－② 

（再掲） 

別冊「外国語対応

の可能な相談窓

口ガイド（国の行

政機関）」 

図表 1－⑵
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図表 1－① 在留外国人数の推移（総数）及び中部管区行政評価局管内の在留外国人数 

 
 

 

273 万 1,093 人 
282 万 9,416 人 

256 万 1,848 人 

238 万 2,822 人 
223 万 2,189 人 

212 万 1,831 人 
206 万 6,445 人 

203 万 3,656 人 

（注）法務省「在留外国人統計」に基づき、当局が作成した。 
 
 

 
 
 

中部管区行政評価局管内の在留外国人数

都道府県

令和元年6月末 平成30年末
在留外国人数
　　　　（人）

在留外国人数
　　　（人）

全国順位 全国構成比
（％）

対前年末増
減率（％）

愛知県 272,855 2位 9.6 4.6 260,952

静岡県 96,654 8位 3.4 4.5 92,459

岐阜県 57,606 13位 2.0 4.3 55,205

三重県 54,254 15位 1.9 4.2 52,087

富山県 19,362 22位 0.7 4.3 18,556

石川県 16,024 28位 0.6 3.7 15,455

中部管内計 516,755 ー　 18.3 4.5 494,714

全国 2,829,416 ー　 100.0 3.6 2,731,093

（注）法務省「在留外国人統計」に基づき、当局が作成した。 
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図表1－② 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）（令和元年12月20日、外国人材

の受入れ・共生に関する関係閣僚会議）」における国の行政機関の地方支分部局に関係する主な取

組等 

基本的な考え方（抜粋、1ページ） 

総合的対応策は、外国人材を適正に受け入れ、共生社会の実現を図ることにより、日本人と外

国人が安心して安全に暮らせる社会の実現に寄与するという目的を達成するため、外国人材の受

入れ・共生に関して、目指すべき方向性を示すものである。 

 

政府としては、条約難民や第三国定住難民を含め、在留資格を有する全ての外国人を孤立させ

ることなく、社会を構成する一員として受け入れていくという視点に立ち、外国人が日本人と同

様に公共サービスを享受し安心して生活することができる環境を全力で整備していく。 

 

３生活者としての外国人に対する支援（抜粋、10ページ） 

(1) 暮らしやすい地域社会づくり 

①行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備 

【現状認識・課題】 

外国人が我が国で生活するに当たっては、在留手続、納税手続、労働関係法令、社会保険制

度をはじめとする各種の手続・法令・制度、ごみ出しルールをはじめとする社会生活上のルー

ル等について、分かりやすい形で迅速に情報を入手できることが必要であるとともに、外国人

からの生活相談等についても、よりきめ細かな対応を可能とする体制を構築することが必要で

ある。 

特に、外国人労働者は、日本の労働関係法令に関する知識が乏しいこともあって、労働条件

に係る問題が生じやすいことから、ハローワークや労働基準監督署等における多言語での対応

の充実を図る必要がある。また、医療、福祉、子育て等の分野においても、関係機関における

多言語での対応の充実を図る必要がある。 

なお、これらの取組を推進するに当たっては、外国人は、日本での生活情報の収集にソーシ

ャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）を利用することが多いという指摘にも留意する

必要がある。 

 

具体的施策（国の行政機関の地方支分部局に関する主な取組みを抜粋） 

○ 日本語を含めて11か国語で多言語対応している法務省の人権擁護機関における人権相談や調

査救済手続について、引き続き外国人が多く利用するコミュニティサイト等の媒体に広告を多

言語で展開するなどして、人権問題が生じた場合に外国人が幅広く安心して利用できるよう更

なる周知を図る。〔法務省〕《施策番号７》  

○ 外国人が、在留手続、雇用、医療、福祉、出産・子育て・子供の教育等の生活に関わる様々

な事柄について疑問や悩みを抱いた場合に、適切な情報や相談場所に迅速に到達することがで

きるよう、地方公共団体が情報提供及び相談を行う一元的な窓口を整備するための支援を開始

し、対象を全地方公共団体に拡大した。 

地域の実情に応じた対応が可能になるよう新たに複数の地方公共団体の広域連携による一元

的相談窓口の設置・運営も外国人受入環境整備交付金の交付対象とする。また、同相談窓口に

おける通訳の配置・多言語翻訳アプリの導入による多言語対応（11か国語以上）等の相談体制

の整備・拡充の取組を交付金により引き続き財政的に支援する。あわせて、同相談窓口におけ

る多文化共生社会の実現に資する日本人からの相談への対応に加え、同相談窓口が地域との交

流や日本語学習の場の情報提供を行うなど外国人に対する支援における同相談窓口の機能の向

上に努める。また、地方公共団体及び関係行政機関が一元的な窓口における業務を円滑に実施
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することができるよう、地方公共団体職員等に対し、相談業務に関する研修等を実施し、その

知識の更なる涵養を図る。さらに、地方出入国在留管理官署職員等を地方公共団体の要望を踏

まえて派遣するなどし、出入国及び在留の手続に係る相談にも一元的に応じる。 

加えて、全国に配置されている受入環境調整担当官の体制整備を図ること等により、地方公

共団体に対する支援活動、地域における情報収集等を充実・強化する。〔法務省〕《施策番号

39》  

○ 外国人が、適切な情報や相談場所に迅速に到達することができるよう、外国人居住の実情を

踏まえつつ、国の行政機関における相談窓口と地方公共団体等が運営する相談窓口が協力し、

それぞれが運営する相談窓口の更なる連携を促進し強化する。〔法務省、厚生労働省、文部科

学省、総務省〕《施策番号41》  

○ 多言語自動音声翻訳の利用促進の観点も踏まえ、一元的相談窓口をはじめ、外国人と接する

機会の多い行政機関の相談窓口においては、自動翻訳アプリ等を活用しながら、外国人の相談

ニーズに適切に対応できる多言語対応を進める。〔全省庁〕《施策番号45》  

○ 外国人に対する行政・生活情報の提供に当たっては、ソーシャル・ネットワーキング・サー

ビス（ＳＮＳ）を利用することも想定した対応を推進する。〔全省庁〕《施策番号49》  

○ ハローワークの「外国人雇用サービスセンター」や「留学生コーナー」を地域の拠点とし

て、担当者制によるきめ細かな相談・支援を行うほか、地方企業、地方公共団体、ＪＥＴＲＯ

等関係機関と連携し、インターンシップの充実や留学生向け求人の掘り起こし、就職ガイダン

ス等のセミナー、合同企業説明会の開催等に取り組むことで、留学生と企業の更なるマッチン

グの推進を図る。 

また、上記拠点において、地方公共団体が設置する一元的な窓口と必要な連携を図る。〔厚

生労働省、経済産業省〕《施策番号111》  

○ 都道府県労働局や労働基準監督署に設置している「外国人労働者相談コーナー」、同相談コ

ーナーに来訪できない方への「外国人労働者向け相談ダイヤル」、労働基準監督署の閉庁時間

に労働相談を受け付ける「労働条件相談ほっとライン」のそれぞれについて、対応言語を現行

の９か国語から14か国語に拡大する（日本語を含む）。〔厚生労働省〕《施策番号126》  

○ 都道府県労働局の雇用環境・均等部（室）及び総合労働相談コーナーにおいて、新たに｢多

言語コンタクトセンター｣(電話通訳)の活用等により、職場におけるハラスメントや解雇等の

トラブルに関する相談対応等の多言語化を図る。〔厚生労働省〕《施策番号127》  

○ 多言語コンタクトセンターの対応言語について、３か国語を新たに追加し14か国語とするこ

とで機能強化を図る。また、通訳員を配置しているハローワークについて、各地域の実情を踏

まえ、対応言語の追加の検討を行うほか、多言語翻訳システムについて試行的に導入しその効

果を測定することにより、ハローワークにおける相談体制等の更なる整備を図り、円滑な就職

支援を実施する。〔厚生労働省〕《施策番号129》  

○ 外国人雇用サービスコーナー等において、専門相談員の配置による職業相談や、定住外国人

等が応募しやすい求人情報の提供、地方公共団体が設置する一元的な窓口との連携等により、

安定的な就労の促進及び職場定着を図る。また、定住外国人等を対象とした、日本の職場にお

けるコミュニケーション能力の向上やビジネスマナー等に関する知識の習得を目的とした研修

事業（外国人就労・定着支援研修事業）について、実施地域及び対象者数の拡充を図る。〔厚

生労働省〕《施策番号131》  

（注）１ 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）（令和元年12月20日、外国人材の

受入れ・共生に関する関係閣僚会議）」から抜粋した。 

   ２ 下線は、当局が付した。 
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図表１－③  法務省ホームページ「外国人生活支援ポータルサイト」の「困ったときの問合せ先」（抜粋） 

 

項目 名称 所在地 電話番号 対応時間・曜日 ホームページ 

入国・在留 外国人在留総合インフォメ 愛知県名古屋市港区正保 ０５７０－０１３９０４ 平日 www.immi-

手続 ーションセンター 町 5-18 （IP電話，PHS，海外か

らは03-5796-7112） 

８：３０～１７：１５ 

（年末年始を除く。） 

moj.go.jp/info/index.h

tml#sec_01 

人権関係 外国語人権相談ダイヤル ０５７０－０９０９１１（全国共通） 平日 

９：００～１７：００ 

（年末年始を除く。） 

（英語、中国語、韓国語、フィリピ

ノ語、ポルトガル語、ベトナム語、

http://www.moj.go.jp/E

NGLISH/HB/counseling/f

or_foreigners.html 

ネパール語、スペイン語、インドネ

シア語及びタイ語） 

※ネパール語、スペイン語、インド

ネシア語及びタイ語については、

2019年４月から対応予定 

外国人のための人権相談所 全国の法務局・地方法務局の本局 平日 

９：００～１７：００ 

（年末年始を除く。） 

（英語、中国語、韓国語、フィリピ

ノ語、ポルトガル語、ベトナム語、

ネパール語、スペイン語、インドネ

シア語及びタイ語） 

※ネパール語、スペイン語、インド

ネシア語及びタイ語については、

2019年４月から対応予定 

外国語インターネット人権

相談受付窓口 

英語https://www.jinken.go.jp/soudan/PC_AD/0101_en.html 

中国語 https://www.jinken.go.jp/soudan/PC_AD/0101_zh.html 

労働 外国人労働者相談コーナー 

（12：00～13：00 は除く） 

岐阜県岐阜市金竜町5-13 

岐阜労働局内 

０５８－２４５－８１０２ ９：００～１６：００ 

（火曜日、水曜日、木曜日：スペイ

ン語、ポルトガル語） 

https://www.checkroudo

u.mhlw.go.jp/soudan/fo

reigner.html 

静岡県静岡市葵区追手町 ０５４－２５４－６３５２ １０:００～１６：００ 

9-50 

静岡労働局内 

（月曜日、水曜日、木曜日、金曜

日：ポルトガル語） 

（月曜日、金曜日：英語） 

（水曜日、木曜日：スペイン語） 

静岡県浜松市中区中央1- ０５３－４５６－８１４８ １０:００～１６：００ 

12-4 

浜松労働基準監督署内 

（平日：ポルトガル語） 

静岡県磐田市見付3599-6 ０５３８－３２－２２０５ １０:００～１６：００ 

磐田労働基準監督署内 （月曜日、木曜日：ポルトガル語） 

愛知県名古屋市三の丸2- ０５２－９７２－０２５３ ９：３０～１６：００ 

5-1 

愛知労働局内 

（火曜日、木曜日：英語） 

（火曜日～金曜日：ポルトガル語） 

愛知県豊橋市大国町111 ０５３２－５４－１１９２ ９：３０～１６：００ 

豊橋労働基準監督署内 （火曜日、木曜日：ポルトガル語） 

三重県四日市市新正2-5- ０５９－３４２－０３４０ １０：００～１６：００ 

23 

四日市労働基準監督署内 

（第4水曜日：英語） 

（火曜日：スペイン語） 

（第2・第4金曜日：ポルトガル語） 

三重県津市島崎町327-2 ０５９－２２７－１２８２ １０：００～１６：００ 

津労働基準監督署内 (火曜日：ポルトガル語） 

（第2水曜日：英語） 

（金曜日：スペイン語） 
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項目 名称 所在地 電話番号 対応時間・曜日 ホームページ

外国人労働者向け相談ダイ

ヤル

（１２：００～１３：００は

除く） 

英語：０５７０－００１７０１（月曜日～金曜日） 

中国語：０５７０－００１７０２（月曜日～金曜日） 

ポルトガル語：０５７０－００１７０３（月曜日～金曜

日） 

１０：００～１５：００ 

（１２：００～１３：００は除く） 

https://www.checkroudo

u.mhlw.go.jp/soudan/fo

reigner.html 

スペイン語：０５７０－００１７０４（火曜日，木曜日，

金曜日） 

タガログ語：０５７０－００１７０５（火曜日，水曜日）

ベトナム語：０５７０－００１７０６（水曜日，金曜日） 

全国のハローワーク 8：30～17：15（平日） https://www.mhlw.go.jp

/kyujin/hwmap.html 

妊娠・出産

等やセクシ

ャルハラス

雇用環境・均等部（室） 各都道府県労働局 平日 

８：３０～１７：１５ 

https://www.mhlw.go.jp

/content/000177581.pdf 

メント等に

関する相談 

税金 国税に関する一般的なご質

問やご相談 

（電話相談センター） 

名古屋国税局電話相談センター 052-971-2059 ８：３０～１７：００ 

（土日祝、年末年始を除く。） 

※英語専用

https://www.nta.go.jp/

english/contact/morein

formation 

国税に関する個別具体的な

ご質問やご相談 

（全国の各税務署） 

全国各地 ８：３０～１７：００ 

（土日祝、年末年始を除く。） 

https://www.nta.go.jp/

taxes/shiraberu/shirab

ekata/9200.htm 

国の行政に

関する相談 

総務省行政相談センター 

きくみみ 

全国各地 

（管区行政評価局、行政

評価事務所、行政監 

視行政相談センター） 

０５７０-０９０-０１１０ 

※ 一部のＩＰ電話では利

用できない場合がありま

す。その場合は、ホームペ

ージの各センターの電話番

平日 

８：３０～１７：１５ 

http://www.soumu.go.jp

/main_sosiki/hyouka/so

udan_n/kyokusyo_madogu

chi.html 

号におかけください。 

（メール：kikumimi.japan

＠soumu.go.jp（英語）) 
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図表１－④ 法務省ホームページ「外国人生活支援ポータルサイト」の「地域における相談窓口」（東海 4 県（愛知県、岐阜県、静岡県及び三重県）抜粋） 

県名 窓口名称 所在地 開設日時 対応言語 その他 

愛知県 あいち多文化共生 愛知県名古屋市中区三の丸二丁 月曜日から土曜日 ・日本語･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 ・詳細は，

センター 目6-1 愛知県三の丸庁舎 1階 午前 10 時から午後 6 時 (月曜日から土曜日 午前10時から午後6 http://www2.aia.pref.aichi.jp/kyosei/j/ind

052-961-7902 時) ex.html 

・ｽﾍﾟｲﾝ語(月曜日･水曜日･金曜日午後1 ・来所での相談は電話予約不要

時から午後6時) ・電話，メールでの相談もできます

・英語

(月曜日から土曜日 午後1時から午後6

時) 

・中国語(月曜日 午後1時から午後6時)

・ﾌｨﾘﾋﾟﾉ語/ﾀｶﾞﾛｸﾞ語

(水曜日 午後1時から午後6時)

稲沢市 愛知県稲沢市稲府町1番地 毎月第1週･第3週金曜日 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 http://www.city.inazawa.aichi.jp/kurashi_t

ポルトガル語相談 稲沢市役所 1階 相談室 午前9時30分から午前12時30分 etsuzuki/gaikoku/1001437.html

会 0587-32-1125

小牧市 愛知県小牧市堀の内三丁目1番地 月曜日から金曜日 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 ・詳細は，

外国人相談窓口 本庁舎2階 午前9時から午後5時 ･ｽﾍﾟｲﾝ語 https://www.city.komaki.aichi.jp/admin/shi

小牧市役所 市民安全課 (午前12時から午後1時を除く) ･英語 min/life/tabunka/2/12796.html 

0568-72-2101(内線 675･603) ※不在の時もあります。

高浜市 愛知県高浜市青木町四丁目1番地 月曜日から金曜日 ･英語 

総合窓口（１階市 2 午前8時30分から午後5時 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 

民窓口グループ） 0566-52-1111 ※その他の言語についても,対応可能な

場合があります｡

大府市 大府市中央町五丁目70番地 水曜日 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 日程が変更になる場合あり。詳しくは，国際交

外国語相談 0562-45-6219 午後 1時から午後 5 時 (第2･第4水曜日は午後6時まで) 流協会HPをご覧ください 

･中国語(第2水曜日) https://oiaobuunei.wixsite.com/kokusai1

･ﾍﾞﾄﾅﾑ語(第4水曜日)

犬山市 愛知県犬山市大字犬山字東畑36 金曜日 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語,ｽﾍﾟｲﾝ語 ・詳細は，

外国人相談窓口 0568-44-0343 午後1時から午後4時30分 ･中国語,英語,ﾀｶﾞﾛｸﾞ語(原則第1金曜日) https://www.city.inuyama.aichi.jp/kurashi/

soudan/1000740.html 

・電話での相談もできます

公益財団法人名古 愛知県名古屋市中村区那古野一 火曜日から日曜日 日本語、英語 ・詳細は，

屋国際センター 丁目47番1号･052-581-0100 午前 9時から午後 7 時 http://www.nicnagoya.or.jp/japanese/nicnew

s/johosodan/johocounter火曜日から日曜日 ポルトガル語、スペイン語

午前10時から午後5時(午前12時か 

ら午後 1 時を除く)

・火曜日から金曜日 中国語

午後1時から午後5時 

・土曜日･日曜日

午前10時から午後5時(午前12時か 

ら 午後1時を除く)

木曜日･土曜日･日曜日 ハングル、フィリピノ語

午後 1時から午後 5 時

水曜日･日曜日 午後 1時から午後 ベトナム語

5時

水曜日 午後 1時から午後 5 時 ネパール語

江南市国際交流協 愛知県江南市古知野町古渡142-2 月曜日から金曜日 ･中国語(月曜日,火曜日) ・詳細は，http://konan-ksi.com/

会 0587-56-7390 午前10時から午後3時(午前12時か ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 

ふくらの家 ら午後1時を除く) (火曜日,水曜日,木曜日,金曜日) 

･ｽﾍﾟｲﾝ語(月曜日,木曜日) 

※その他の言語についても,対応可

能な場合があります｡ 
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県名 窓口名称 所在地 開設日時 対応言語 その他 

愛知県 知立市役所 愛知県知立市広見三丁目1番地 月曜日から金曜日 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 ・詳細は，

市民相談コーナー 知立市役所2階 午前9時30分から午後4時(午前12 http://www.city.chiryu.aichi.jp/kurashi/so

0566-83-1111(内線 159) 時から午後1時を除く) dan/1451813601920.html 

・市役所の業務内容の相談に対応

知立市もやいこハ 愛知県知立市昭和9丁目2番地知 ・月曜日 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語(月曜日,土曜日) ・詳細は，

ウス 立団地74号棟3号室 午前9時から午前12時 http://www.city.chiryu.aichi.jp/kurashi/fo

（多文化共生セン 電話番号なし ・土曜日 reigner/1451813615480.htmll 

ター） 午前10時から午後3時(午前12時か ・生活全般に関する相談に対応

ら午後1時を除く)

刈谷市 愛知県刈谷市東陽町1-1 月曜日から金曜日 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 ・刈谷市民が対象です。

外国人生活相談 刈谷市役所くらし安心課 午前8時30分から午後5時(午前12 ･英語 ・詳細は，

0566-62-1058 時から午後1時を除く) ･ﾀｶﾞﾛｸﾞ語 https://www.city.kariya.lg.jp/kurashi/kots

(月曜日,火曜日,木曜日,金曜日) u/gaikokujinsodan.html 

･中国語 ・来所での相談は電話予約不要

(火曜日,水曜日,木曜日,金曜日) ・電話での相談もできます

･ｽﾍﾟｲﾝ語(月曜日,水曜日,金曜日) 

（午前9時から午後3時(午前12時か 

ら午後1時を除く)）

愛知県岡崎市 岡崎市十王町2-9 月曜日から金曜日 ・ポルトガル語 http://www.city.okazaki.lg.jp/1550/1556/28

外国人相談窓口 岡崎市役所東庁舎2階 午前8時30分から午後5時15分 ・英語 2500/p019660.html 

0564-23-6480 ・中国語（午後4時15分まで）

・フィリピノ語（午後4時15分まで）

愛知県岡崎市りぶ 岡崎市康生通西4丁目71 開館時間:午前9時15分から午後5 ・英語 https://www.city.okazaki.lg.jp/1500/1506/p

ら国際交流センタ 図書館交流ﾌﾟﾗｻﾞ3階 時 ・中国語 012191.html 

ー（LICC) 0564-23.3148 休館日:毎週水曜日，12月29日から ・スペイン語

1月3日（原則） ・フィリピノ語

国際交流ウエルカ 愛知県一宮市栄3丁目1番2号 毎月第1日曜日 ･英語 ・詳細は，

ムひろば 尾張一宮駅前ﾋﾞﾙ 3階 市民活動 午後1時から午後2時30分まで ･中国語 http://www.city.ichinomiya.aichi.jp/iia/10

支援ｾﾝﾀｰ内 ･ﾀｶﾞﾛｸﾞ語 12168.html 

電話番号なし ･ｲﾀﾘｱ語 ・来所での相談は電話予約不要

・メール，電話での相談は不可

知多市 愛知県知多市緑町1番地 ・月曜日･火曜日 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語(月曜日,木曜日,金曜日) ・詳細は，http://www.city.chita.lg.jp

外国人相談 知多市役所 市民相談室 午前9時から午後4時(午前12時か ･ｽﾍﾟｲﾝ語(火曜日) ・来庁での相談は電話予約不要

0562-36-2648 ら午後1時を除く) ・電話での相談もできます

・木曜日･金曜日

午前9時から午前12時 

豊川市外国人相談 愛知県豊川市諏訪1-1 月曜日から金曜日 ・ポルトガル語，スペイン語，英語，中 ・詳しいことは，

窓口 0533-89-2158 午前8時30分から午後5時15分 国語，韓国語 https://www.city.toyokawa.lg.jp/shisei/kok

・ベトナム語 usaikoryu/onestop_desk.html参照 

（午前9時から午後5時15分） ・来所での相談は電話予約不要

・フィリピン語，タイ語，ネパール語， ・電話での相談はポルトガル語，スペイン語，

ヒンディー語，フランス語，ロシア語 英語は毎日できます。中国語は月曜日の午前9

（午前10時から午後5時15分） 時から午後1時と金曜日の午後1時から午後5時

・インドネシア語 のみ。その他の言語はできません。 

（月曜日・金曜日：午前10時から午後5

時） 

豊田市多言語サー 愛知県豊田市西町3-60 南庁舎1 月曜日から金曜日 ・英語・中国語・韓国語・ポルトガル ・英語、ポルトガル語、スペイン語は電話対応

ビスデスク 階(市民相談課内) 午前8時30分から午後5時15分 語・スペイン語・タガログ語・インドネ 可能。 

0565-34-6626 シア語・ベトナム語・ネパール語・タイ ・そのほか市内５か所の支所等にも「多言語サ

語・ヒンディー語・ロシア語・フランス ービスデスク」を設置します。 

語 
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県名 窓口名称 所在地 開設日時 対応言語 その他 

愛知県 安城市 愛知県安城市桜町18-23 安城市 月曜日から金曜日 ・ポルトガル語（月曜日・水曜日・木 ・詳しいことは、

外国人相談窓口 役所市民課 午前8時30分から午後5時15分 曜日・金曜日午前10時から午後5時） https://www.city.anjo.aichi.jp 内「外国人

0566-71-2268 ・フィリピン語（月曜日・火曜日・金曜 相談」又は「国際交流・多文化共生」サイトで

日午前10時から午後5時） ご確認ください。 

・中国語（月曜日・火曜日・木曜日・ ・来所での相談は電話予約不要

金曜日午前9時から午後4時） ・電話での相談もできます

・通訳不在時及びその他の言語は翻訳機

（13言語）又は，通訳電話（18言語）で

対応 

岐阜県 岐阜県国際交流セ 岐阜市柳ｹ瀬通1-12 月曜日から金曜日 英語,中国語,ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語,ﾀｶﾞﾛｸﾞ語,ﾍﾞﾄﾅﾑ ・詳細は，http://www.gic.or.jp

ンター 岐阜中日ﾋﾞﾙ2階 午前9時30分から午後4時30分 語 ・来所での相談は電話予約不要

058-263-8066 ※その他の言語についても,電話通訳を ・電話での相談もできます

介して対応可能な場合があります｡ ・心の相談，行政書士や住宅相談も定期的に実

施(要予約) 

外国人生活相談窓 岐阜市司町40-5 午前10時から午後4時(午前12時か ･英語 ・詳細は

口 みんなの森 ぎふﾒﾃﾞｨｱｺｽﾓｽ1階 ら午後1時を除く) ･中国語 http://www.ccn.aitai.ne.jp/^gk3700cc/index

多文化交流ﾌﾟﾗｻﾞ ※対応言語により異なる (火曜日･木曜日･金曜日･土曜日曜日) .htm 

058-263-1741 毎月最終火曜日と12月29日から1月 ･ﾀｶﾞﾛｸﾞ語(日曜日から金曜日) 

3日（原則）を除く ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 

(水曜日)午後1時15分から午後6時15分 

大垣市役所まちづ 岐阜県大垣市丸の内2-29 月曜日から金曜日 ･英語 ・電話，メールでの相談もできます

くり推進課 0584-47-8562 午前8時30分から午後5時15分 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 

ポルトガル語など 岐阜県各務原市那加桜町2丁目 毎週月曜日から金曜日(祝日を除 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 ・詳細は

生活相談 186番地 産業文化ｾﾝﾀｰ1階 国際 く) ･英語 http://www.city.kakamigahara.lg.jp/life/so

交流ｻﾛﾝ 午前9時から午後5時 udan/001819.html 

058-383-1417

高山市役所 岐阜県高山市花岡町2丁目18番地 月曜日から金曜日 ･英語 ・来所での相談は要電話予約

海外戦略課 0577-35-3346 午前8時15分から午後5時15分 ･中国語 ・電話での相談もできます

(午前12時から午後1時を除く) ・メールでの相談もできます

坂祝町定住外国人 岐阜県加茂郡坂祝町取組46-18 月曜日から金曜日 ・ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 ・来所での相談は電話予約不要

自立支援センター 0574-26-7111 午前9時から午後5時(午前12時か ・電話での相談もできます

ら午後1時を除く) ・メールでの相談もできます

（gaikokujinshien@town.sakahogi.lg.jp ） 

外国籍市民相談窓 岐阜県可児市広見一丁目1番地 月曜日から金曜日 ･英語 ・電話での相談もできます。

口 可児市役所人づくり課 午前8時30分から午後5時 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 

0574-62-1500 ･ﾌｨﾘﾋﾟﾝ語 

外国人相談窓口 岐阜県可児市下恵土1185-7 可児 月曜日,火曜日,木曜日,金曜日,土 ･英語 ・詳細は，http://www.ctk.ne.jp/～frevia

市多文化共生ｾﾝﾀｰ 曜日,日曜日 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 ・電話での相談もできます。

0574-50-8841 午前9時から午後6時 ･ﾌｨﾘﾋﾟﾝ語 

･ｽﾍﾟｲﾝ語(土曜日は午前9時から午後6時

月曜日･火曜日･木曜日･金曜日の午後) 

静岡県 静岡県多文化共生

総合相談センター 

[愛称 かめりあ] 

静岡市駿河区南町14-1 水の森ﾋﾞ 

ﾙ2階

(公財)静岡県国際交流協会 内 

054-204-2000

月曜日から金曜日(祝日，12月29日 

から1月3日（原則） 

午前10時から午後4時(※1時間休 

憩時間有り) 

・ポルトガル語（火曜日，金曜日）

・フィリピノ語（月曜日，金曜日）

・英語

（月曜日，水曜日，木曜日，金曜日） 

・中国語（月曜日，水曜日）

・詳しいことは、http://www.sir.or.jp 

・来所での相談は電話予約不要

・電話での相談もできます

・メール等での相談もできます

mail：sir07@sir.or.jp 

参照

・ベトナム語（火曜日，木曜日） LineID：sirlinejpn01 

・韓国語（第２水曜日，第４水曜日） Skype：siradviser 

・スペイン語（火曜日，金曜日） Messenger ID：@adviser.shizuoka 

・インドネシア語（水曜日，木曜日） Facebook Account：Adviser Shizuoka 

FAX：054-202-0932 
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県名 窓口名称 所在地 開設日時 対応言語 その他 

静岡県 【浜松市】多文化 静岡県浜松市中区早馬町2-1 ｸﾘ 午前9時から午後5時 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語(火曜日から日曜日) ・詳細は，http://www.hi-hice.jp/hmc/

共生総合相談ワン ｴｰﾄ浜松4階 ※12月29日から1月3日（原則）を ･英語(月曜日から金曜日) 

ストップセンター 除く ･ﾀｶﾞﾛｸﾞ語(木曜日) 

･中国語(金曜日) 

･ｽﾍﾟｲﾝ語(日曜日) 

･ﾍﾞﾄﾅﾑ語(土曜日) 

※その他の言語についても,対応可能な

場合があります｡ 

焼津市役所市民協 焼津市本町2丁目16-32 月曜日から金曜日 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 ・電話での相談もできます

働課 054-626-2191 午前8時30分から午後5時(午前12時 ･ｽﾍﾟｲﾝ語 ・来庁での相談は事前に電話予約をおすすめし

から午後1時を除く) (月曜日,水曜日,木曜日,金曜日) ます 

･ﾀｶﾞﾛｸﾞ語,午前8時30分から午後4時) 

･ﾋﾞｻﾔ語･英語 

藤枝市よろず相談 静岡県藤枝市岡出山1-11-1 第2･第4水曜日 ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 ・詳細は，

054-643-3318 午前10時から午前12時,午後1時か https://www.city.fujieda.shizuoka.jp 

ら午後3時 ・予約は不要です。

（受付時間：午前9時30分から午前12時，午後1

時から午後2時） 

・電話，メールでの相談はできません。

伊東国際交流協会 伊東市松川町3-4太田ﾋﾞﾙ2F 月曜日から金曜日(祝日を除く) ･英語 ・詳細は，http://iairito.jp/

0557-32-4666 午前10時から午後5時 ※その他の言語についても,事前にご連 ・来所での相談は電話予約不要

絡頂ければ対応可能です｡ ・電話での相談もできます

・メールでの相談もできます

（iair-pr@i-younet.ne.jp） 

御殿場市外国人相 静岡県御殿場市萩原483番地 月曜日から金曜日 ･ｽﾍﾟｲﾝ語 

談 御殿場市役所くらしの安全課内 午前9時から午後5時(午前12時か ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 

0550-82-8400 ら午後1時を除く) 

富士市国際交流ラ 静岡県富士市富士町20番1号 ・火曜日から金曜日 ･中国語(火曜日) ・詳細は，

ウンジ（FILS） 0545-55-2704 午後1時から午後9時 ･英語(水曜日) https://www.city.fuji.shizuoka.jp/machi/c1

・土曜日から日曜日 ･ﾌｨﾘﾋﾟﾝ語(木曜日) 103/fmervo00000012pt.html 

午前10時から午後6時 ･ｽﾍﾟｲﾝ語(金曜日,日曜日) 

･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語(土曜日,日曜日) 

※その他の言語についても,対応可能な

場合があります｡ 

菊川市 静岡県菊川市堀之内61 火曜日 ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 ・来所での相談はできれば事前にお問合せくだ

外国人住民相談窓 0537-35-0925 午前8時30分から午前11時30分 さい 

口 ・電話，メールでの相談もできます

伊豆市役所 静岡県伊豆小立野38-2 火曜日,水曜日,木曜日 ･日本語(火曜日,水曜日,木曜日) ・来所での相談は電話予約不要

市民課 0558-72-9858 午前9時から午後5時まで ・電話での相談もできます

沼津市役所 静岡県沼津市御幸町16-1 月曜日から金曜日 英語,中国語,ｽﾍﾟｲﾝ語,ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 ・来所での相談は電話予約不要

企画部地域自治課 午前8時30分から午後5時15分 ・電話，メールでの相談もできます

国際係 (午前12時から午後1時を除く) 

富士宮市役所 

市民生活課くらし

の相談係 

外国人相談 

静岡県富士宮市弓沢町 150 

0544-22-1246 

月曜日から金曜日(土曜日・日曜

日･祝日･12月29日から1月3日（原

則）を除く) 

午前8時30分から午後5時(午前12時

･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語(月曜日から金曜日) 

･ｽﾍﾟｲﾝ語(月曜日から金曜日) 

･日本語(月曜日から金曜日) 

・電話での相談もできます

から午後1時を除く) 

三島市 静岡県三島市中央町5-5 三島市 月曜日から金曜日 英語,中国語 ・担当課は，国際交流室（055-983-2645）で

外国籍市民相談窓 役所中央町別館2階 国際交流室 午前8時30分から午後5時15分 す。 

口 055-983-2645

静岡県三島市北田町4-47 三島 ①月曜日,木曜日 ① ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語

市役所本館1階市民生活相談セン ②火曜日,金曜日 ② ｽﾍﾟｲﾝ語

ター 午前8時30分から午後5時15分(午 

055-983-2621 前12時から午後1時を除く) 
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県名 窓口名称 所在地 開設日時 対応言語 その他 

静岡県 裾野市役所 静岡県裾野市佐野1059 水曜日 ･ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 ・詳細は，

1階北側市民相談 055-992-1111 午前9時から午前12時 ･ｽﾍﾟｲﾝ語 http://www.city.susono.shizuoka.jp/kurashi

室 /5/1/3299.html 

・来所での相談は電話予約不要

NPO法人掛川国際 掛川市長谷一丁目1番地の1 月曜日から金曜日 ・日本語（毎日） ・詳細は， http://kakegawa-life.com/

交流センター 掛川市役所2階ﾃﾗｽ 午前9時から午後4時 ・英語（毎日）

(午前12時から午後1時を除く) ・ポルトガル語

（月曜日，水曜日，金曜日） 

午前10時から午後3時30分まで 

三重県 みえ外国人相談サ 三重県津市羽所町700番地 月曜日から金曜日 英語，中国語，韓国語，ベトナム語，ネ ・詳しいことは，

ポートセンター アスト津3階 午前9時から午後5時 パール語，インドネシア語，フィリピノ http://www.mief.or.jp/jp/helpdesk.html#tag

（愛称「ＭｉｅＣ 080－3300－8077 （祝日，12月29日から1月3日を除 語，タイ語，ポルトガル語，スペイン語 engo （公益財団法人三重県国際交流財団ウェ

ｏ（みえこ）」） く） ※その他の言語についても，対応可能な ブサイト）参照 

場合があります。 ・来所での相談は電話予約不要

・電話での相談もできます。

鈴鹿市市民対話課 三重県鈴鹿市神戸一丁目18番18 月曜日から金曜日 ・ポルトガル語・スペイン語・英語・中 ・ポルトガル語，スペイン語は通訳職員が相談

外国人交流室 号 午前8時30分から午後5時15分(午前 国語・韓国語 に対応します。 

12時から午後1時を除く) ・ベトナム語（午前9時から）・フィリ ・ポルトガル語，スペイン語以外はタブレット

ピン語（午前10時から）・タイ語（午前 端末による通訳になります。また，ポルトガル

9時から）・ロシア語（午前9時から） 語，スペイン語はタブレット端末による通訳も

・フランス語（午前10時から）・ネパー 対応可能です。 

ル語（午前10時から）・ヒンディー語

（午前10時から）・インドネシア語（月

曜日・金曜日のみ）（午前10時から） 
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図表１－➄ 東海 4県（愛知県、岐阜県、静岡県及び三重県）における県別にみた国籍別の在留外国人

数、及び調査対象 4市における市別にみた国籍別の外国人住民数 

【愛知県】(令和元年6月末)
国籍 人数 (%)

1 ブラジル 61,435 (22.5%)
2 中国 50,049 (18.3%)
3 フィリピン 38,479 (14.1%)
4 ベトナム 36,729 (13.5%)
5 韓国 29,932 (11.0%)
6 ネパール 10330 (3.8%)
7 ペルー 7,798 (2.9%)
8 インドネシア 6,824 (2.5%)
9 タイ 3,469 (1.3%)
10 米国 2,661 (1.0%)
その他 25,149 (9.2%)
総数 272,855 (100.0%)

（注）法務省「在留外国人統計」による。

【岐阜県】(令和元年6月末)
国籍 人数 (%)

1 フィリピン 13,202 (22.9%)
2 ブラジル 12,218 (21.2%)
3 中国 11,833 (20.5%)
4 ベトナム 8,449 (14.7%)
5 韓国 3,680 (6.4%)
6 インドネシア 1,057 (1.8%)
7 ネパール 916 (1.6%)
8 ペルー 869 (1.5%)
9 タイ 712 (1.2%)
10 カンボジア 625 (1.1%)
その他 4,045 (7.0%)
総数 57,606 (100.0%)

（注）法務省「在留外国人統計」による。

【東海4県】(令和元年6月末)
国籍 人数 (%)

1 ブラジル 117,914 (24.5%)
2 中国 82,050 (17.0%)
3 フィリピン 76,258 (15.8%)
4 ベトナム 63,155 (13.1%)
5 韓国 42,881 (8.9%)
6 ペルー 16,617 (3.5%)
7 ネパール 14,542 (3.0%)
8 インドネシア 13,007 (2.7%)
9 タイ 7,429 (1.5%)
10 スリランカ 4,401 (0.9%)
その他 43,115 (9.0%)
総数 481,369 (100.0%)

（注）法務省「在留外国人統計」による。

【静岡県】(令和元年6月末)
国籍 人数 (%)

1 ブラジル 30,486 (31.5%)
2 フィリピン 17,335 (17.9%)
3 中国 12,000 (12.4%)
4 ベトナム 10,745 (11.1%)
5 韓国 4,851 (5.0%)
6 ペルー 4,762 (4.9%)
7 インドネシア 3,366 (3.5%)
8 ネパール 1,952 (2.0%)
9 タイ 1,607 (1.7%)
10 スリランカ 1,160 (1.2%)
その他 8,390 (8.7%)
総数 96,654 (100.0%)

（注）法務省「在留外国人統計」による。

【三重県】(令和元年6月末)
国籍 人数 (%)

1 ブラジル 13,775 (25.4%)
2 中国 8,168 (15.1%)
3 フィリピン 7,242 (13.3%)
4 ベトナム 7,232 (13.3%)
5 韓国 4,418 (8.1%)
6 ペルー 3,188 (5.9%)
7 インドネシア 1,760 (3.2%)
8 タイ 1,641 (3.0%)
9 ネパール 1,344 (2.5%)
10 ボリビア 1,012 (1.9%)
その他 4,474 (8.2%)
総数 54,254 (100.0%)

（注）法務省「在留外国人統計」による。
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（調査対象 4市） 

【愛知県豊橋市】(令和元年12月末)
国籍 人数 (%)

1 ブラジル 8,666 (45.2%)
2 フィリピン 3,935 (20.5%)
3 中国 1,501 (7.8%)
4 韓国・朝鮮 1,299 (6.8%)
5 ベトナム 1,172 (6.1%)
6 ペルー 700 (3.7%)
7 インドネシア 579 (3.0%)
8 ネパール 199 (1.0%)
9 タイ 132 (0.7%)
10 マレーシア 111 (0.6%)
その他 858 (4.5%)
総数 19,152 (100.0%)

（注）住民基本台帳による。

【静岡県静岡市】(令和元年12月末)
国籍 人数 (%)

1 中国 2,241 (20.9%)
2 ベトナム 1,462 (13.7%)
3 フィリピン 1,396 (13.0%)
4 韓国 1,251 (11.7%)
5 ネパール 776 (7.3%)
6 ブラジル 613 (5.7%)
7 ミャンマー 536 (5.0%)
8 インドネシア 519 (4.8%)
9 スリランカ 343 (3.2%)
10 米国 187 (1.7%)
その他 1,378 (12.9%)
総数 10,702 (100.0%)

（注）住民基本台帳による。

【三重県津市】(令和元年12月末)
国籍 人数 (%)

1 ブラジル 2,215 (24.0%)
2 中国 1,579 (17.1%)
3 フィリピン 1,402 (15.2%)
4 ベトナム 1,343 (14.5%)
5 韓国 448 (4.9%)
6 ボリビア 364 (3.9%)
7 インドネシア 360 (3.9%)
8 ネパール 351 (3.8%)
9 タイ 230 (2.5%)
10 ペルー 166 (1.8%)
その他 776 (8.4%)
総数 9,234 (100.0%)

（注）住民基本台帳による。

【岐阜県可児市】(令和元年12月末)
国籍 人数 (%)

1 フィリピン 3,567 (44.1%)
2 ブラジル 3,194 (39.5%)
3 ベトナム 453 (5.6%)
4 中国 332 (4.1%)
5 韓国 187 (2.3%)
6 ペルー 92 (1.1%)
7 インドネシア 49 (0.6%)
8 ネパール 29 (0.4%)
8 タイ 29 (0.4%)
10 パキスタン 18 (0.2%)
その他 139 (1.7%)
総数 8,089 (100.0%)

（注）住民基本台帳による。
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図表１－⑴－① 東海 4県の国の行政機関における外国人に対する相談窓口の整備状況 

区分

調査対象とした行政機関 うち、外国語対応の可能な窓口
うち、外国人に特化した窓口を有する行政機関
を有する行政機関

地域名 行政機関数 窓口数 行政機関数 窓口数 行政機関数 窓口数

東海4県内 458 476 190 195 55 55

愛知県内 138 149 71 72 19 19

岐阜県内 108 109 34 35 9 9

静岡県内 135 138 52 54 19 19

三重県内 77 80 33 34 8 8

（注）1 当局の調査結果による。 

2 複数の窓口を有する行政機関があるため、行政機関数と窓口数は一致しない。 
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図表１－⑴－② 東海 4県の国の行政機関における外国語対応の可能な窓口及びその主な対応方法 

行政機関

区分
窓口数

主な対応方法

通訳の
配置

対面相談 対面以外の相談

その他愛知
県内

岐阜
県内

静岡
県内

三重
県内

合計
電話による
三者間通訳

通訳機器・
通訳アプリ

電話相談
（外国語対応）

メール相談
（外国語対応）

管区行政評価局 1 1 ○(1) ○(1)

　行政監視行政相談センター 1 1 1 3 ○(3) ○(3)

総合通信局 1 1 ○(1)

法務局・地方法務局（人権） 1 1 1 1 4 ○(4) ○(4) ○(4)

法務局・地方法務局（登記） 1 1 1 1 4 東京法務局につなぎ、照会され
た土地建物を管轄する登記所な
どを多言語で教示（対面相談）　支局・出張所（登記） 13 6 10 8 37

出入国在留管理局 1 1 ○(1) ○(1)

国税局 1 1 ○(1)

　税務署 20 7 13 8 48
多言語リーフレット等による対
応（対面相談）

労働局（労働基準） ■ 1 1 1 （注2） 3 ○(3) ○(3) ○(3)

　労働基準監督署
（外国人労働者相談コーナー有り）

■ 3 2 4 2 11 ○(11) ○(11) ○(11)

　労働基準監督署（上記以外） 11 5 4 4 24 ○(24) ○(24)

　公共職業安定所
（外国人雇用サービスコーナーに該当）

■ 15 6 14 6 41 ○(41) ○(41) ○(41)

　公共職業安定所（上記以外） 3 5 5 3 16 ○(16)

合計（注3） 72 35 54 34 195
56 99 5 85 8 89

28.7% 50.8% 2.6% 43.6% 4.1% 45.6%

（注）1 当局の調査結果による。 

2 三重労働局は、同庁舎内に津労働基準監督署の外国人労働者相談コーナーがあるため、外国人労働者相談コーナーを

設置していない。 

3 「主な対応方法」における各割合は、いずれも、外国人対応の可能な窓口の合計（195窓口）を母数としている。 

4 表中の■を付した機関は、外国人に特化した窓口である。なお、名古屋出入国在留管理局は、同局に外国人在留総合イ

ンフォメーションセンターを設けており、通訳を配置しているが、外国人専門の相談窓口ではないとしているため、外

国人に特化した窓口を有する機関には区分していない。 

主な対応方法の内訳

（注）当局の調査結果による。 

（窓口数）
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図表１－⑴－③ 東海 4県の国の行政機関に配置されている通訳の対応言語 

地域名

区分

 通訳を配置して
いる窓口数

通訳の対応言語（注2）

英語 中国語 韓国・朝鮮語 スペイン語 ポルトガル語 ベトナム語 タガログ語

愛知県内 20 9 2 1 7 19 2 1

岐阜県内 9 2 3 0 1 7 0 5

静岡県内 19 5 2 0 13 18 1 1

三重県内 8 3 0 0 5 8 0 1

合計 56 19 7 1 26 52 3 8

割合（注3） 100.0% 33.9% 12.5% 1.8% 46.4% 92.9% 5.4% 14.3%

（注）1 当局の調査結果による。 

2 複数言語に対応できる通訳は、それぞれの言語で計上している。 

3 「割合」は、通訳を配置している窓口数（56窓口）を母数としている。 
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図表１－⑵ 東海 4県の国の行政機関における外国人からの相談件数 

平成30年度における
外国人からの相談件数

行政機関名 相談窓口名

１～100件

中部管区行政評価局 行政相談センターきくみみ愛知

三重行政監視行政相談センター 行政相談センターきくみみ三重

静岡地方法務局（注3） 外国人のための人権相談所

名古屋法務局（注3） 外国人のための人権相談所

岐阜地方法務局（注3） 外国人のための人権相談所

津地方法務局（注3） 外国人のための人権相談所

東海財務局 金融ほっとライン(東海)

東海財務局 多重債務者向け無料相談窓口

名古屋国税局 電話相談センター

中部地方環境事務所 資源循環課

101～500件

名古屋税関 税関相談官

静岡労働局 外国人労働者相談コーナー

津労働基準監督署（注2） 外国人労働者相談コーナー

501～1,000件
岐阜労働局 外国人労働者相談コーナー

多治見公共職業安定所 外国人雇用サービスコーナー

1,001～5,000件

ハローワークプラザ可児 可児外国人ワンストップ雇用サービスコーナー

浜松労働基準監督署 外国人労働者相談コーナー

愛知労働局 外国人労働者相談コーナー

津公共職業安定所 外国人雇用サービスコーナー

5,001～10,000件
浜松公共職業安定所 外国人雇用サービスコーナー（窓口名：外国人コーナー）

名古屋中公共職業安定所　 名古屋外国人雇用サービスセンター

10,001件以上 名古屋出入国在留管理局 外国人在留総合インフォメーションセンター

（注）1 当局の調査結果による。 

当局では、東海 4 県に所在する国の行政機関のうち、ブロック機関・県単位機関（21 機関）及び項目 2 で現地

調査をした出先機関（10 機関）を対象にして、外国人からの相談状況を

の可能な窓口を有する機関のほか、通常の業務体

調査した。 

本表には、外国語対応 制の中で外国人への相談に対応している

機関も含まれている。 

は、同庁舎内に津2 三重労働局 労働基準監督署の外国人労働者相談コーナーがあるため、外国人労働者相談コーナ

ーを設置していない。 

3 法務局及び地方法務局は、暦年での集計を行っているため、平成 30 年の集計結果に基づいている。 
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2 外国人相談者に対する利便性の確保状況 

調 査 結  果  等 

【制度の概要】 

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）」では、「暮らしやす

い地域社会づくり」の「行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備」の項目に

おいて、「外国人が我が国で生活するに当たっては、在留手続、納税手続、労働関

係法令、社会保険制度をはじめとする各種の手続・法令・制度、ごみ出しルール

をはじめとする社会生活上のルール等について、分かりやすい形で迅速に情報を

入手できることが必要である」とされている。 

【調査結果】 

今回、当局が、東海 4県において、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対

応策（改訂）」に掲載されている国の行政機関、及び法務省ホームページ「外国人

生活支援ポータルサイト」の「困ったときの問合せ先」に掲載されている国の行

政機関（外国人からの相談が想定される機関）21機関について、外国人が相談窓

口を利用するに当たっての利便性の確保状況を調査した結果、次のような状況が

みられた。 

⑴ 法務省ホームページ「外国人生活支援ポータルサイト」の「困ったときの問

合せ先」の掲載状況 

法務省ホームページ「外国人生活支援ポータルサイト」の「困ったときの問

合せ先」には「外国人労働者相談コーナー」が設置されている労働局及び労働

基準監督署が掲載されているものの、平成 31年 4月に新たに「外国人労働者相

談コーナー」が設けられた労働基準監督署が掲載されていない。 

（法務省ホームページ「外国人生活支援ポータルサイト」の「困ったときの問

合せ先」に未掲載の労働基準監督署） 

・岐阜労働局管内：多治見労働基準監督署

・静岡労働局管内：島田労働基準監督署・三島労働基準監督署

・愛知労働局管内：名古屋西労働基準監督署・刈谷労働基準監督署

（岐阜労働局、静岡労働局、愛知労働局） 

⑵ 電話通訳の活用状況

法務局及び地方法務局における「外国人のための人権相談所」では、日本語

で十分な意思疎通ができない外国人が来庁した場合に、電話通訳（外国語人権

相談ダイヤル（注））を活用し、電話のスピーカー機能を利用して相談者と意思

疎通を図ることが可能となっている。 

一方、同じ法務局及び地方法務局における「登記相談」では、日本語で十分

な意思疎通ができない外国人が来庁した場合、相談者自身で通訳を連れて来る

ように求めており、「外国人のための人権相談所」に比べ、外国人に負担を課す

ものとなっている。 

電話通訳（外国語人権相談ダイヤル）は、複数の外国人の来庁者が同時に利

説明図表番号 

図表 1－② 

（再掲） 

図表 2－① 

図表 1－③ 

（再掲） 

※岐阜労働局、静

岡労働局、愛知労

働局 

図表 2－① ※

静岡地方法務局、

名古屋法務局、岐

阜地方法務局、津

地方法務局 
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用できるものとなっており、「登記相談」による外国人の来庁者が利用する余地

もあるとみられる。 

（注）「外国語人権相談ダイヤル」は、次の言語に対応することができる。 

・対応言語（10か国語）：英語、中国語、韓国語、フィリピノ語、ポルトガル語、ベトナム語、

ネパール語、スペイン語、インドネシア語、タイ語

・対応時間：月～金（祝日、年末年始除く）9:00～17:00

（静岡地方法務局、名古屋法務局、岐阜地方法務局、津地方法務局）

⑶ 相談窓口の案内表示等の実施状況

庁舎入口から相談窓口までの案内表示が多言語で表記されている国の行政機

関がある一方、庁舎の外看板、庁舎入口付近、相談窓口までの通路（エレベー

ターがある場合は、エレベーターを含む。）の全てにおいて、外国語表記による

相談窓口の案内表示がない国の行政機関がみられ、案内表示の設置が望まれる。 

（中部管区行政評価局、三重行政監視行政相談センター、津地方法務局） 

＜庁舎入口から相談窓口までの案内表示が多言語で表記されている例＞ 

（名古屋出入国在留管理局、多治見公共職業安定所、浜松労働基準監督署、浜

松公共職業安定所、名古屋中公共職業安定所） 

⑷ ホームページにおける相談窓口の案内状況

① 自機関のホームページ（スマートフォン上のホームページを含む。）のトッ

プページに外国語表記による相談窓口の案内に直接遷移できるバナーがある

ため、速やかに遷移できる国の行政機関がある一方、本省（本庁）又は自機関

のホームページ（スマートフォン上のホームページを含む。）に、外国語表記

による相談窓口の案内があるものの、自機関のホームページ（スマートフォ

ン上のホームページを含む。）のトップページに、外国語表記による相談窓口

の案内に直接遷移できる外国語表記によるバナー等がないため、速やかに遷

移できない国の行政機関がみられ、外国語表記によるバナー等の設置が望ま

れる。 

（静岡地方法務局、名古屋法務局、岐阜地方法務局、津地方法務局、岐阜労

働局【当局の現地調査後、改善措置済】、静岡労働局【当局の現地調査

後、改善措置済】、愛知労働局※名古屋外国人雇用サービスセンター・外国人雇用サー

ビスコーナー【当局の現地調査後、改善措置済】） 

  ＜自機関のホームページ（スマートフォン上のホームページを含む。）のト 

ップページに外国語表記による相談窓口の案内に直接遷移できるバナーが

あるため、速やかに遷移できる例＞ 

（中部管区行政評価局、三重行政監視行政相談センター、愛知労働局※外国人

労働者相談コーナー、三重労働局） 

 

図表 2－⑶ 

図表 2－⑶－ⅰ

～ⅴ 

図表 2－⑷ 

図表 2－⑷ 

（事例①）－ⅰ～

ⅳ 
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② 自機関のホームページに、住所等が外国語表記になっているなど外国語表 図表 2－⑷ 

記による来庁案内のある国の行政機関がある一方、来庁による相談が可能で （再掲） 

あるにもかかわらず、自機関のホームページに、住所等が外国語表記になっ

ていないなど外国語表記による来庁案内がない国の行政機関がみられる。

（中部管区行政評価局、三重行政監視行政相談センター、静岡地方法務局、

名古屋法務局、岐阜地方法務局、津地方法務局、愛知労働局※外国人雇用サー

ビスコーナー【当局の現地調査後、改善措置済】）  

＜自機関のホームページに、住所等が外国語表記になっているなど外国語表 図表 2－⑷ 

記による来庁案内がある例＞ （事例②）－ⅰ～

（岐阜労働局、静岡労働局、愛知労働局※外国人労働者相談コーナー・名古屋外国人雇 ⅳ 

用サービスセンター、三重労働局） 

③ 名古屋国税局では、各税務署における国税に関する相談の受付窓口につい

て、自機関のホームページに外国語表記による案内がない。

（名古屋国税局） 

④ 労働局では、通訳が対応できない言語の外国人が外国人労働者相談コーナ

ーに来庁した場合、外国人労働者向け相談ダイヤル（注）を活用して相談に

対応しているが、自機関のホームページに当該案内がない。

（注）「外国人労働者向け相談ダイヤル」は、次の言語に対応することができる。

・多言語対応番号（8か国語対応）

英語 0570-001701（月～金）、中国語 0570-001702（月～金）、ポルトガル語 0570-001703

（月～金）、スペイン語 0570-001704（月～金）、タガログ語 0570-001705（火、水、木、

金）、ベトナム語 0570-001706（月～金）、ミャンマー語 0570-001707（月、水）、ネパー

ル語 0570-001708（火、木） 

・相談対応時間：上記の曜日 10:00～15:00（祝日、年末年始除く）

（岐阜労働局、静岡労働局、三重労働局） 

⑤ 労働局では、通訳が対応できない言語の外国人が公共職業安定所に来庁し

た場合、電話通訳（ハローワーク多言語コンタクトセンター（注））により相

談に対応しているが、自機関のホームページに当該案内がない。

（注）「ハローワーク多言語コンタクトセンター」は、公共職業安定所職員がハローワーク多言語コン

タクトセンターに電話し、電話通訳を行うために設けられている。 

・10か国語対応（英語、中国語（北京語）、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、ベトナム

語、タイ語、タガログ語、ネパール語、インドネシア語）

・対応時間：月～金（祝日、年末年始を除く）、8:30～12:00・13:00～17:15

（岐阜労働局、静岡労働局、愛知労働局、三重労働局※） 

※ 三重労働局では、自機関のホームページに、ポルトガル語、スペイン

語、タガログ語、英語ごとに、「通訳がいない時間帯にハローワークにお

越しいただいた場合も、ハローワーク多言語コンタクトセンターの通訳
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越しいただいた場合も、ハローワーク多言語コンタクトセンターの通訳

オペレーターとの電話機を介しての通訳によりポルトガル語（注：スペ

イン語、タガログ語、英語の場合は、当該言語を記載している。）での相

談に対応させていただきます。」と外国語表記による案内を行っている

が、これだけでは、ポルトガル語、スペイン語、タガログ語、英語にの

み対応すると理解されるおそれがある。 

上記の事例は、当該事例のみられた国の行政機関において、外国人が相談窓口

を利用するに当たっての利便性を十分に考慮していないこと等によるものであ

る。 

【所見】 

したがって、中部管区行政評価局、静岡地方法務局、名古屋法務局、岐阜地方法

務局、津地方法務局、名古屋国税局、岐阜労働局、静岡労働局、愛知労働局及び三重

労働局は、外国人が相談窓口を利用するに当たっての利便性を一層向上させる観点

から、次の措置を講じる必要がある。 

⑴ 法務省ホームページ「外国人生活支援ポータルサイト」の「困ったときの問

合せ先」 

  法務省ホームページ「外国人生活支援ポータルサイト」の「困ったときの問

合せ先」に、「外国人労働者相談コーナー」が設置されている労働基準監督署が

的確に掲載されるよう、厚生労働省本省を通じて法務省に改善を求めること。 

（岐阜労働局、静岡労働局、愛知労働局） 

⑵ 電話通訳の活用状況

日本語で十分な意思疎通ができない外国人が法務局及び地方法務局における

「登記相談」窓口に来庁した場合、「外国人のための人権相談所」に整備されて

いる電話通訳（外国語人権相談ダイヤル）の利用を可能とすること。 

また、「登記相談」において電話通訳（外国語人権相談ダイヤル）の利用が可

能となった際には、そのことをホームページ等で案内すること。 

（静岡地方法務局、名古屋法務局、岐阜地方法務局、津地方法務局） 

⑶ 相談窓口の案内表示等の実施状況

① 自機関が入居する庁舎について、外国語表記による相談窓口の案内表示の

設置を検討すること。

出先機関に対しても、上記の措置が講じられているか点検し、未措置の場

合は、上記の措置を講じるよう指導することについても検討すること。 

（中部管区行政評価局） 

② 自機関が入居する庁舎について、外国語表記による相談窓口の案内表示の

設置を検討すること。

（津地方法務局） 
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⑷ ホームページにおける相談窓口の案内状況 

① 自機関のホームページ（スマートフォン上のホームページを含む。）のトッ

プページにおいて、外国人相談窓口の案内について、外国語表記を行う、又は

外国語表記による相談窓口の案内に遷移できる外国語表記によるバナー等の

設置を検討すること。 

（静岡地方法務局、名古屋法務局、岐阜地方法務局、津地方法務局） 

② ⅰ）自機関のホームページにおいて、来庁による相談が可能であることに

ついて、住所等の外国語表記による来庁案内を設けること。 

    出先機関に対しても、上記の措置が講じられているか点検し、未措置

の場合は、上記の措置を講じるよう指導すること。 

（中部管区行政評価局） 

ⅱ）自機関のホームページにおいて、来庁による相談が可能であることに

ついて、住所等の外国語表記による来庁案内を設けること。 

（静岡地方法務局、名古屋法務局、岐阜地方法務局、津地方法務局） 

③ 国税に関する相談の受付窓口について、自機関のホームページの各税務署

のページに外国語表記による案内をすること。 

（名古屋国税局） 

④ 通訳が対応できない言語の外国人が外国人労働者相談コーナーに来庁した

場合でも、外国人労働者向け相談ダイヤルを活用して相談に対応しているこ

とについて、自機関のホームページに外国語表記による案内をすること。 

（岐阜労働局、静岡労働局、三重労働局） 

⑤ 通訳が対応できない言語の外国人が公共職業安定所に来庁した場合、電話

通訳（ハローワーク多言語コンタクトセンター）により相談に対応している

ことについて、自機関のホームページに外国語表記による案内をすること。 

（岐阜労働局、静岡労働局、愛知労働局、三重労働局） 
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図表 2－① 外国人からの相談が想定される国の行政機関における相談窓口の設置状況（現地調査 21機関） 
「外国人 法務省ホー 行政機関名 相談窓口名（又は担当課室等名）、対応方 【分野】 所在地 備 考 
材の受入 ムページ「外 法等 左記の相談 （「相談窓口名（

れ・共生の 国人生活支 窓口におい は担当課室等名

ための総 援ポータル (注)本欄の記号の意味は、次のとおりである。 て相談でき 対応方法等」欄に

合的対応 サイト」の ・外国人に特化した窓口：◎ る内容・相 連し、左記の相談

策（改訂）」 「困ったと ・外国語対応の可能な窓口：● 談例 口を有する機関

の掲載状 きの問合せ 外の行政機関が

況 先」の掲載状 備している機器、

況 備等） 

○ ○ 総 中 部 ●行政相談センターきくみみ愛知 【 行 政 全 愛知県名 英語によ
務 管 区 ・月～金（祝日、年末年始除く。8:30～ 般】 古屋市中 メール相
省 行 政 17:30） 国や独立行 区三の丸 （総務省

評 価 ・対応方法：自動翻訳アプリ（ボイスト 政法人の業 2-5-1 政評価局
局 ラ）、多言語音声翻訳機（ポケトーク）を 務、都道府  政相談企

使用した対応 ※74か国対応 県・市（区） 名古屋合 課）
・電話 0570-090110（全国共通） 町村の業務 同庁舎第 メールア
（注）日本語での電話相談（電話 0570- で法定受託 2号館 レス

090110（全国共通）、最寄りの管区行 事務に該当 4階 kikumimi.j
政評価局・行政監視行政相談センタ するもの、 pan@soumu.
ーの行政相談窓口につながる） 国の委任又 o.jp

○ ○ 三 重 ●行政相談センターきくみみ三重 は補助を受 三重県津
行 政 ・月～金（祝日、年末年始除く。8:30～ けて行って 市丸之内
監 視 17:15） いる業務な 26-8 
行 政 ・対応方法：自動翻訳アプリ（ボイスト ど国の行政  
相 談 ラ）、多言語音声翻訳機（ポケトーク）を 全般につい 津合同庁
セ ン 使用した対応 ※74か国対応 ての相談 舎 
ター ・電話 0570-090110（全国共通） 3階 

（注）日本語での電話相談（電話 0570-
090110（全国共通）、最寄りの管区行
政評価局・行政監視行政相談センタ
ーの行政相談窓口につながる） 

○ ○ 法 静 岡 ●外国人のための人権相談所（人権擁護 【人権】 静岡県静 外国語人
※外国人 ※外国人の 務 地 方 課） 人権に関す 岡市葵区 相談ダイ
のための ための人権 省 法 務 ・月～金（祝日、年末年始除く。9:00～ る相談 追手町 9- ル 
人権相談 相談所が該 局 17:00） 50 この電話は

所が該当 当 ・対応方法：外国語人権相談ダイヤルを使 間の多言語電

用した電話通訳を介した対応 静岡地方 通訳サービス

（注）10 か国対応：英語、中国語、韓国語、フィリピ 合同庁舎 供事業者に接

ノ語、ポルトガル語、ベトナム語、ネパール語、 2階 の上、管轄の法

スペイン語、インドネシア語、タイ語 局・地方法務局

・電話 0570-090911「外国語人権相談ダイ つながるもの

ヤル」 法務本省が民

事業者に業務

託 

●不動産登記部門・法人登記部門 【登記・供 同上 登記手続
・月～金（祝日、年末年始除く。9:00～ 託】 1階 口電話案
17:00） 管 轄 登 記 サービス（
・対応方法： 所，登記手 言語電話
ⅰ）登記相談：日本語対応（要予約） 続を案内す 訳等サー
ⅱ）管轄登記所、登記手続を案内する登 る登記所の ス） 
記所の予約窓口、司法書士を案内する 予約窓口， この電話は

司法書士会、又はワンストップセンタ 司法書士を 国人利用者、民

ー（注 1）の案内：「登記手続窓口電話 案内する司 の多言語電話

案内サービス（多言語電話通訳等サー 法書士会， 訳サービス提

ビス）」0570-011289（全国共通）で対 又はワンス 事業者及び東

応（注 2） トップセン 法務局登記電

(注 1)「東京開業ワンストップセンター」を示す。 ターの案内 相談室の三者

取扱内容は、法人設立や事業開始に必要な 通訳（平成 31

定款認証、登記、税務、年金、社会保険、入 4 月から試行

国管理等の各種手続である。 に実施）であ

（注 2）10か国対応：英語、中国語、韓国語、フィ 全国各地の法

リピノ語、ポルトガル語、ベトナム語、ネパ 局が利用可能 

ール語、スペイン語、インドネシア語、タイ

語

 また、日本語のできない外国人が上記
ⅱ以外の相談のため法務局・支局・出張
所を来庁する場合、相談者に、通訳を伴
って来庁することを求めている。 
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「外国人 法務省ホー 行政機関名 相談窓口名（又は担当課室等名）、対応方 【分野】 所在地 備 考 
材の受入 ムページ「外 法等 左記の相談 （「相談窓口名（又

れ・共生の 国人生活支 窓口におい は担当課室等名）、

ための総 援ポータル (注)本欄の記号の意味は、次のとおりである。 て相談でき 対応方法等」欄に関

合的対応 サイト」の ・外国人に特化した窓口：◎ る内容・相 連し、左記の相談窓

策（改訂）」 「困ったと ・外国語対応の可能な窓口：● 談例 口を有する機関以

の掲載状 きの問合せ 外の行政機関が整

況 先」の掲載状 備している機器、設

況 備等） 

○ ○ 名 古 ●外国人のための人権相談所（人権擁護部 【人権】 愛知県名 外国語人権
※外国人 ※外国人の 屋 法 第二課） 人権に関す 古屋市中 相談ダイヤ
のための ための人権 務局 ①面談及び電話による人権相談 る相談 区三の丸 ル 
人権相談 相談所が該 ・月～金（祝日、年末年始除く。9:00～ 2-2-1 この電話は、民

所が該当 当 17:00） 間の多言語電話

・対応方法：外国語人権相談ダイヤルを使 名古屋合 通訳サービス提

用した電話通訳を介した対応 同庁舎第 供事業者に接続

（注）10 か国対応：英語、中国語、韓国語、フィリピ 1号館 の上、管轄の法務

ノ語、ポルトガル語、ベトナム語、ネパール語、 4階 局・地方法務局に

スペイン語、インドネシア語、タイ語 つながるもので、

・電話 0570-090911「外国語人権相談ダイ 法務本省が民間

ヤル」 事業者に業務委

託 

②外国語インターネット人権相談
・24時間受信可能
・対応言語：英語、中国語（注１）

・インターネット人権相談受付のＵＲＬ
（注２）

英語 
https://www.jinken.go.jp/soudan/P
C_AD/0101_en.html 

中国語 
https://www.jinken.go.jp/soudan/P
C_AD/0101_zh.html 

（注１）外国語インターネット人権相談受付は、東京法

務局、名古屋法務局及び大阪法務局で実施して

いる。 

（注２）上記のＵＲＬから相談した案件のうち、名古屋

管内（愛知県、三重県、岐阜県、福井県、石川県、

富山県）からの相談については、名古屋法務局に

おいて対応する。

●不動産登記部門・法人登記部門 【登記・供 同上 登記手続窓
・月～金（祝日、年末年始除く。9:00～ 託】 3階 口電話案内
17:00） 管 轄 登 記 サービス（多
・対応方法： 所，登記手 言語電話通

ⅰ）登記相談：日本語対応（要予約） 続を案内す 訳等サービ
ⅱ）管轄登記所、登記手続を案内する登 る登記所の ス）
記所の予約窓口、司法書士を案内する 予約窓口， この電話は、外

司法書士会、又はワンストップセンタ 司法書士を 国人利用者、民間

ー（注 1）の案内：「登記手続窓口電話 案内する司 の多言語電話通

案内サービス（多言語電話通訳等サー 法書士会， 訳サービス提供

ビス）」0570-011289（全国共通）で対 又はワンス 事業者及び東京

応（注 2） トップセン 法務局登記電話

(注 1)「東京開業ワンストップセンター」を示す。 ターの案内 相談室の三者間

取扱内容は、法人設立や事業開始に必要な 通訳（平成 31年

定款認証、登記、税務、年金、社会保険、入 4 月から試行的

国管理等の各種手続である。 に実施）であり、

（注 2）10か国対応：英語、中国語、韓国語、フィ 全国各地の法務

リピノ語、ポルトガル語、ベトナム語、ネパ 局が利用可能

ール語、スペイン語、インドネシア語、タイ

語

  また、日本語のできない外国人が上記
ⅱ以外の相談のため法務局・支局・出張
所を来庁する場合、相談者に、通訳を伴
って来庁することを求めている。 
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「外国人

材の受入

れ・共生の

ための総

合的対応

策（改訂）」

の掲載状

況 

法務省ホー

ムページ「外

国人生活支

援ポータル

サイト」の

「困ったと

きの問合せ

先」の掲載状

況

行政機関名 相談窓口名（又は担当課室等名）、対応方
法等 

(注)本欄の記号の意味は、次のとおりである。 
・外国人に特化した窓口：◎
・外国語対応の可能な窓口：●

【分野】 
左記の相談
窓口におい
て相談でき
る内容・相
談例 

所在地 備 考 
（「相談窓口名（又

は担当課室等名）、

対応方法等」欄に関

連し、左記の相談窓

口を有する機関以

外の行政機関が整

備している機器、設

備等） 

○ 
※外国人

のための

人権相談

所が該当 

○ 
※外国人の

ための人権

相談所が該

当 

岐 阜
地 方
法 務
局 

●外国人のための人権相談所（人権擁護
課）
・月～金（祝日、年末年始除く）9:00～
17:00
・対応方法：外国語人権相談ダイヤルを使
用した電話通訳を介した対応
（注）10 か国対応：英語、中国語、韓国語、フィリピ

ノ語、ポルトガル語、ベトナム語、ネパール語、ス

ペイン語、インドネシア語、タイ語

・電話 0570-090911「外国語人権相談ダイ
ヤル」

【人権】 
人権に関す
る相談 

岐阜県岐
阜市金竜
町 5-13 

岐阜合同
庁舎 

2階 

外国語人権
相談ダイヤ
ル 

この電話は、民

間の多言語電話

通訳サービス提

供事業者に接続

の上、管轄の法務

局・地方法務局に

つながるもので、

法務本省が民間

事業者に業務委

託 

●不動産登記部門・法人登記部門
・月～金（祝日、年末年始除く。9:00～
17:00）
・対応方法：
ⅰ）登記相談：日本語対応（要予約）
ⅱ）管轄登記所、登記手続を案内する登
記所の予約窓口、司法書士を案内する
司法書士会、又はワンストップセンタ
ー（注 1）の案内：「登記手続窓口電話
案内サービス（多言語電話通訳等サー
ビス）」0570-011289（全国共通）で対
応（注 2） 
(注 1)「東京開業ワンストップセンター」を示す。

取扱内容は、法人設立や事業開始に必要な

定款認証、登記、税務、年金、社会保険、入

国管理等の各種手続である。 

（注 2）10か国対応：英語、中国語、韓国語、フィ

リピノ語、ポルトガル語、ベトナム語、ネパ

ール語、スペイン語、インドネシア語、タイ

語

  また、日本語のできない外国人が上記
ⅱ以外の相談のため法務局・支局・出張
所を来庁する場合、相談者に、通訳を伴
って来庁することを求めている。 

【登記・供
託】 
管 轄 登 記
所，登記手
続を案内す
る登記所の
予約窓口，
司法書士を
案内する司
法書士会，
又はワンス
トップセン
ターの案内

同上 
1階 

登記手続窓
口電話案内
サービス（多
言語電話通
訳等サービ
ス）

この電話は、外

国人利用者、民間

の多言語電話通

訳サービス提供

事業者及び東京

法務局登記電話

相談室の三者間

通訳（平成 31年

4 月から試行的

に実施）であり、

全国各地の法務

局が利用可能

○ 
※外国人

のための

人権相談

所が該当 

○ 
※外国人の

ための人権

相談所が該

当 

津 地
方 法
務局 

●外国人のための人権相談所（人権擁護
課）
・月～金（祝日、年末年始除く。9:00～
17:00）
・対応方法：外国語人権相談ダイヤルを使
用した電話通訳を介した対応
（注）10 か国対応：英語、中国語、韓国語、フィリピ

ノ語、ポルトガル語、ベトナム語、ネパール語、

スペイン語、インドネシア語、タイ語

・電話 0570-090911「外国語人権相談ダイ
ヤル」

【人権】 
人権に関す
る相談 

三重県津
市丸之内
26-8

津合同庁
舎 

2階 

外国語人権
相談ダイヤ
ル 

この電話は、民

間の多言語電話

通訳サービス提

供事業者に接続

の上、管轄の法務

局・地方法務局に

つながるもので、

法務本省が民間

事業者に業務委

託 
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「外国人 法務省ホー 行政機関名 相談窓口名（又は担当課室等名）、対応方 【分野】 所在地 備 考 
材の受入 ムページ「外 法等 左記の相談 （「相談窓口名（又

れ・共生の 国人生活支 窓口におい は担当課室等名）、

ための総 援ポータル (注)本欄の記号の意味は、次のとおりである。 て相談でき 対応方法等」欄に関

合的対応 サイト」の ・外国人に特化した窓口：◎ る内容・相 連し、左記の相談窓

策（改訂）」 「困ったと ・外国語対応の可能な窓口：● 談例 口を有する機関以

の掲載状 きの問合せ 外の行政機関が整

況 先」の掲載状 備している機器、設

況 備等） 

●不動産登記部門・法人登記部門 【登記・供 同上 登記手続窓
・月～金（祝日、年末年始除く。9:00～ 託】 1階 口電話案内
17:00） 管 轄 登 記 サービス（多
・対応方法： 所，登記手 言語電話通
ⅰ）登記相談：日本語対応（要予約） 続を案内す 訳等サービ
ⅱ）管轄登記所、登記手続を案内する登 る登記所の ス）
記所の予約窓口、司法書士を案内する 予約窓口， この電話は、外

司法書士会、又はワンストップセンタ 司法書士を 国人利用者、民間

ー（注 1）の案内：「登記手続窓口電話 案内する司 の多言語電話通

案内サービス（多言語電話通訳等サー 法書士会， 訳サービス提供

ビス）」0570-011289（全国共通）で対 又はワンス 事業者及び東京

応（注 2） トップセン 法務局登記電話

(注 1)「東京開業ワンストップセンター」を示す。 ターの案内 相談室の三者間

取扱内容は、法人設立や事業開始に必要な 通訳（平成 31年

定款認証、登記、税務、年金、社会保険、入 4 月から試行的

国管理等の各種手続である。 に実施）であり、

（注 2）10か国対応：英語、中国語、韓国語、フィ 全国各地の法務

リピノ語、ポルトガル語、ベトナム語、ネパ 局が利用可能

ール語、スペイン語、インドネシア語、タイ

語

  また、日本語のできない外国人が上記
ⅱ以外の相談のため法務局・支局・出張
所を来庁する場合、相談者に、通訳を伴
って来庁することを求めている。 

○ ○ 出 名 古 ●外国人在留総合インフォメーションセ 【 行 政 全 愛知県名 入国・在留
入 屋 出 ンター 般】 古屋市港 などの一般
国 入 国 ・月～金（祝日、年末年始除く。8:30～ 入管手続一 区正保町 的な手続き
在 在 留 17:15） 般（注）に 5-18 に関する問
留 管 理 ・対応方法：英語、ポルトガル語、スペ 関する相談 合せ、出入
管 局 イン語、タガログ語、中国語、韓国語、 国管理行政
理 ベトナム語の通訳による対応（外国人在 （注）出入 に関する意
庁 留総合インフォメーションセンターの業 国 審 査 手 見・要望に

務は、民間事業者に委託） 続、在留期 ついてのメ
・電話 0570-013904（全国共通番号、東 間更新許可 ール受付
京出入国在留管理局外国人在留総合イン 申請等の在 （日本語・

留 審 査 手 英語のみ） 
続、在留管 ・東京出入
理制度等に 国在留管理
関 す る 手 局が実施
続、退去強 ・メールア
制手続及び ドレス

フォメーションセンター（対応言語：英
語、中国語、韓国語、ポルトガル語、ス
ペイン語、タガログ語による対応。ただ
し、タガログ語による対応は、水・木・
金のみ））

（注）「外国人在留総合インフォメーションセンタ 難民認定手 info-
ー」は、仙台、東京、横浜、名古屋、大阪、神 続 tokyo@i.moj
戸、広島及び福岡の各地方出入国在留管理局・ .go.jp
支局（※）に設置されている。 

※支局：横浜（東京出入国在留管理局横浜支

局）、神戸（大阪出入国在留管理局神戸支

局）
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「外国人

材の受入

れ・共生の

ための総

合的対応

策（改訂）」

法務省ホー

ムページ「外

国人生活支

援ポータル

サイト」の

「困ったと

行政機関名  相談窓口名（又は担当課室等名）、対応方
法等 
 

(注)本欄の記号の意味は、次のとおりである。 
・外国人に特化した窓口：◎ 
・外国語対応の可能な窓口：● 

【分野】 
左記の相談
窓口におい
て相談でき
る内容・相
談例 

所在地 備 考 
（「相談窓口名（又

は担当課室等名）、

対応方法等」欄に関

連し、左記の相談窓

口を有する機関以

の掲載状 きの問合せ 外の行政機関が整

況 先」の掲載状 備している機器、設

況 備等） 

－ ○ 国 名 古 ●電話相談センター ※電話相談のみ 【税金】 名古屋国  
税
庁 

屋 国
税局 

・月～金（祝日、年末年始除く。8:30～
17:00） 
・対応方法：英語相談に対応した職員 2名

国税に関す
る相談 

税局の所
在地：愛
知県名古

による対応 屋市中区
・電話 052-971-2059 三 の 丸 
 3-3-2 
（注）「電話相談センター」は、全国 3か所に設置され  

ている（いずれも英語対応）。 （注）名古屋国

・東京国税局電話相談センター 税局電話相談

03-3821-9070 センター所在

・大阪国税局電話相談センター 地：愛知県名古

06-6941-5331（代表番号から転送） 屋市東区泉 1-

・名古屋国税局電話相談センター 22-27 泉分庁

052-971-2059 舎 

－ ○ 名 古 ●受付窓口 【税金】 愛知県名  
屋 中
税 務
署 

・月～金（祝日、年末年始除く。8:30～
17:00） 
・日本語（外国語表記のリーフレット等を
利用して案内） 
・電話 052-971-2059 

国税に関す
る相談 

古屋市中
区三の丸 
3-3-2 
 
名古屋国

 税総合庁
舎 
 1・2階 

○ ○ 厚
生
労
働
省 

岐 阜
労 働
局 
（ 本
表 下
の 注

◎外国人労働者相談コーナー（監督課） 
①通訳の配置 
・月～金（祝日、年末年始除く。9:00～
16:00）、うち通訳の配置は、ポルトガル語・
スペイン語が火・水・木（9:00～16:00） 
・電話 058-245-8102 

【雇用・労
働】 
労 働 条 件
（賃金、解
雇、年次有
給 休 暇 な

岐阜県岐
阜市金竜
町 5-13 
 
岐阜合同
庁舎 

外国人労働
者向け相談
ダイヤル 

「外国人労働

者向け相談ダイ

ヤル」は、ポルト

2 参
照） 

②電話通訳の利用 
・上記の言語以外の外国人が来庁した場
合、「外国人労働者向け相談ダイヤル」（注）

を活用して対応 

ど）に関す
る相談 
 

 3階 ガル語等の通訳

を配置する労働

局・労働基準監督

署に電話がつな

（注）外国人労働者向け相談ダイヤル がり、外国語によ

・多言語対応番号 る対応が可能（本

英語 0570-001701（月～金） 表下の注３「外国

中国語 0570-001702（月～金） 人労働者相談コ

ポルトガル語 0570-001703（月～金） ーナー設置箇所

スペイン語 0570-001704（月～金） 一覧」参照） 

タガログ語 0570-001705（火、水、木、金） 

ベトナム語 0570-001706（月～金） 

ミャンマー語 0570-001707（月、水） 

ネパール語 0570-001708（火、木） 

・相談対応時間：上記の曜日 10:00～15:00（祝日、

年末年始除く） 
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「外国人 法務省ホー 行政機関名  相談窓口名（又は担当課室等名）、対応方 【分野】 所在地 備 考 
材の受入 ムページ「外 法等 左記の相談 （「相談窓口名（又

れ・共生の 国人生活支  窓口におい は担当課室等名）、

ための総 援ポータル (注)本欄の記号の意味は、次のとおりである。 て相談でき 対応方法等」欄に関

合的対応 サイト」の ・外国人に特化した窓口：◎ る内容・相 連し、左記の相談窓

策（改訂）」 「困ったと ・外国語対応の可能な窓口：● 談例 口を有する機関以

の掲載状 きの問合せ 外の行政機関が整

況 先」の掲載状 備している機器、設

況 備等） 

○ 未掲載 多 治 ◎外国人労働者相談コーナー（監督課） 【雇用・労 岐阜県多
（注）令和元 見 労 ①通訳の配置 働】 治見市音
年 4 月に「外 働 基 ・月～金（祝日、年末年始除く。9:00～ 労 働 条 件 羽町 5－
国人労働者 準 監 16:00）、うち通訳の配置はタガログ語が木 （賃金、解 39－1 
相談コーナ 督署 （9:00～16:00） 雇、年次有  
ー」設置 ・電話 0572-22-6381 給 休 暇 な 多治見労

②電話通訳の利用 ど）に関す 働総合庁
・上記の言語以外の外国人が来庁した場 る相談 舎 
合、「外国人労働者向け相談ダイヤル」（注）  3階 
を活用して対応 
（注）外国人労働者向け相談ダイヤル 

・多言語対応番号 

英語 0570-001701（月～金） 

中国語 0570-001702（月～金） 

ポルトガル語 0570-001703（月～金） 

スペイン語 0570-001704（月～金） 

タガログ語 0570-001705（火、水、木、金） 

ベトナム語 0570-001706（月～金） 

ミャンマー語 0570-001707（月、水） 

ネパール語 0570-001708（火、木） 

・相談対応時間：上記の曜日 10:00～15:00（祝日、

年末年始除く） 
○ ○ 多 治 ◎外国人雇用サービスコーナー 【雇用・労 岐阜県多 ハローワー

見 公 ①通訳の配置 働】 治見市音 ク多言語コ
共 職 ・月～金（祝日、年末年始を除く。8:30～ 外国人求職 羽町 5－ ンタクトセ
業 安 17:15）のうち、通訳の配置は、次のとお 者の職業相 39－1 ンター 
定所 り 談、職業紹   厚生労働本省

英語・タガログ語：月～金（9:30～17:00） 介及び雇用 多治見労 が民間事業者に

ポルトガル語：火・水・木（9:30～17:00） 保険受給手 働総合庁 委託 

・電話 0572-22-3381 続き 舎 
②電話通訳の利用 
・上記の言語以外の外国人が来庁した場

1階 

合、公共職業安定所職員がハローワーク多
言語コンタクトセンターに電話し、電話通
訳（注）で対応（8:30～12:00・13:00～17:15） 
（注）10か国語対応：英語、中国語（北京語）、韓国語、

ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語、タイ語、

タガログ語、ネパール語、インドネシア語 
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「外国人

材の受入

れ・共生の

ための総

合的対応

策（改訂）」

の掲載状

況 

法務省ホー

ムページ「外

国人生活支

援ポータル

サイト」の

「困ったと

きの問合せ

先」の掲載状

況

行政機関名 相談窓口名（又は担当課室等名）、対応方
法等 

(注)本欄の記号の意味は、次のとおりである。 
・外国人に特化した窓口：◎
・外国語対応の可能な窓口：●

【分野】 
左記の相談
窓口におい
て相談でき
る内容・相
談例 

所在地 備 考 
（「相談窓口名（又

は担当課室等名）、

対応方法等」欄に関

連し、左記の相談窓

口を有する機関以

外の行政機関が整

備している機器、設

備等） 

○ ○ 静 岡
労 働
局 
（ 本
表 下
の 注
2 参
照） 

◎外国人労働者相談コーナー（監督課）
①通訳の配置
・月～金（祝日、年末年始除く）、うち通
訳の配置は次のとおり
ポルトガル語：月～金（10:00～12:00・
13:00～16:00） 

英語：月・火・金（10:00～12:00・13:00
～16:00） 

スペイン語：水・木（10:00～12:00・13:00
～16:00）

中国語：水（9:00～11:30） 
ベトナム語：金（10:00～12:00・13:00
～15:30） 

・電話 054-254-6317
②電話通訳の利用
・上記の言語以外の外国人が来庁した場
合、「外国人労働者向け相談ダイヤル」（注）

を活用して対応
（注）外国人労働者向け相談ダイヤル 

・多言語対応番号

英語 0570-001701（月～金）

中国語 0570-001702（月～金）

ポルトガル語 0570-001703（月～金）

スペイン語 0570-001704（月～金）

タガログ語 0570-001705（火、水、木、金）

ベトナム語 0570-001706（月～金）

ミャンマー語 0570-001707（月、水）

ネパール語 0570-001708（火、木）

・相談対応時間：上記の曜日 10:00～15:00（祝日、

年末年始除く）

【雇用・労
働】 
予告なく解
雇された。
賃金が未払
い。 

静岡県静
岡市葵区
追手町 9-
50 

静岡地方
合同庁舎 

2階 

外国人労働
者向け相談
ダイヤル 

「外国人労働

者向け相談ダイ

ヤル」は、ポルト

ガル語等の通訳

を配置する労働

局・労働基準監督

署に電話がつな

がり、外国語によ

る対応が可能（本

表下の注３「外国

人労働者相談コ

ーナー設置箇所

一覧」参照）

○ ○ 浜 松
労 働
基 準
監 督
署 

◎外国人労働者相談コーナー（第一方面） 
①通訳の配置
・月～金（祝日、年末年始除く）、うち
通訳の配置はポルトガル語が月～金
（10:00～12:00・13:00～16:00）
・電話 053-456-8148
②電話通訳の利用
・上記の言語以外の外国人が来庁した場
合、「外国人労働者向け相談ダイヤル」（注）

を活用して対応
（注）外国人労働者向け相談ダイヤル 

・多言語対応番号

英語 0570-001701（月～金）

中国語 0570-001702（月～金）

ポルトガル語 0570-001703（月～金）

スペイン語 0570-001704（月～金）

タガログ語 0570-001705（火、水、木、金）

ベトナム語 0570-001706（月～金）

ミャンマー語 0570-001707（月、水）

ネパール語 0570-001708（火、木）

・相談対応時間：上記の曜日 10:00～15:00（祝日、

年末年始除く）

【雇用・労
働】 
予告なく解
雇された。
賃金が未払
い。 

静岡県浜
松市中区
中 央 1-
12-4

浜松合同
庁舎 

8階 
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「外国人

材の受入

れ・共生の

ための総

合的対応

策（改訂）」

の掲載状

況 

法務省ホー

ムページ「外

国人生活支

援ポータル

サイト」の

「困ったと

きの問合せ

先」の掲載状

況

行政機関名 相談窓口名（又は担当課室等名）、対応方
法等 

(注)本欄の記号の意味は、次のとおりである。 
・外国人に特化した窓口：◎
・外国語対応の可能な窓口：●

【分野】 
左記の相談
窓口におい
て相談でき
る内容・相
談例 

所在地 備 考 
（「相談窓口名（又

は担当課室等名）、

対応方法等」欄に関

連し、左記の相談窓

口を有する機関以

外の行政機関が整

備している機器、設

備等） 

○ ○ 浜 松
公 共
職 業
安 定
所 

◎外国人雇用サービスコーナー
（窓口名：外国人コーナー）
①通訳の配置
・月～金（祝日、年末年始を除く。8:30～
17:15）、うち通訳の配置はポルトガル語・
スペイン語・英語が月～金（9:00～17:00） 
・電話 053-457-5157
②電話通訳の利用
・上記の言語以外の外国人が来庁した場
合、公共職業安定所職員がハローワーク多
言語コンタクトセンターに電話し、電話通
訳（注）で対応（8:30～12:00・13:00～17:15） 
（注）10か国語対応：英語、中国語（北京語）、韓国語、

ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語、タイ語、

タガログ語、ネパール語、インドネシア語

【雇用・労
働】 
職業相談、
雇用保険 

静岡県浜
松市中区
浅 田 町
50-2

ハローワー
ク多言語コ
ンタクトセ
ンター

厚生労働本省

が民間事業者に

委託

○ ○ 愛 知
労 働
局 
（ 本
表 下
の 注
2 参
照） 

◎外国人労働者相談コーナー（監督課）
①通訳の配置
・月～金（祝日、年末年始除く。9:30～
16:00）、うち通訳の配置は次のとおり

英語：火・木（9:30～16:00） 
ポルトガル語：火～金（9:30～16:00） 

・電話 052-972-0253
②電話通訳の利用
・上記の言語以外の外国人が来庁した場
合、「外国人労働者向け相談ダイヤル」（注）

を活用して対応
（注）外国人労働者向け相談ダイヤル 

・多言語対応番号

英語 0570-001701（月～金）

中国語 0570-001702（月～金）

ポルトガル語 0570-001703（月～金）

スペイン語 0570-001704（月～金）

タガログ語 0570-001705（火、水、木、金）

ベトナム語 0570-001706（月～金）

ミャンマー語 0570-001707（月、水）

ネパール語 0570-001708（火、木）

・相談対応時間：上記の曜日 10:00～15:00（祝日、

年末年始除く）

【雇用・労
働】 
労 働 条 件
（賃金、解
雇、年次有
給 休 暇 な
ど）に関す
る相談 

愛知県名
古屋市中
区三の丸 
2-5-1

名古屋合
同庁舎第
2号館 

2階 

外国人労働
者向け相談
ダイヤル 

「外国人労働

者向け相談ダイ

ヤル」は、ポルト

ガル語等の通訳

を配置する労働

局・労働基準監督

署に電話がつな

がり、外国語によ

る対応が可能（本

表下の注３「外国

人労働者相談コ

ーナー設置箇所

一覧」参照）

○ 未掲載 
（注）令和元

年 4 月に「外

国人労働者

相談コーナ

ー」設置 

刈 谷
労 働
基 準
監 督
署 

◎外国人労働者相談コーナー
①通訳の配置
・月～金（祝日、年末年始除く。9:30～
16:00）、うち通訳の配置はポルトガル語が
月・木（9:30～16:00）
・電話 0556-21-4885
②電話通訳の利用
・上記の言語以外の外国人が来庁した場
合、「外国人労働者向け相談ダイヤル」（注）

を活用して対応
（注）外国人労働者向け相談ダイヤル 

・多言語対応番号

英語 0570-001701（月～金）

中国語 0570-001702（月～金）

ポルトガル語 0570-001703（月～金）

スペイン語 0570-001704（月～金）

タガログ語 0570-001705（火、水、木、金）

ベトナム語 0570-001706（月～金）

ミャンマー語 0570-001707（月、水）

ネパール語 0570-001708（火、木）

・相談対応時間：上記の曜日 10:00～15:00（祝日、

年末年始除く）

【雇用・労
働】 
労 働 条 件
（賃金、解
雇、年次有
給 休 暇 な
ど）に関す
る相談 

愛知県刈
谷市若松
町 1-46-1 

刈谷合同
庁舎 

3階 
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「外国人

材の受入

れ・共生の

ための総

合的対応

策（改訂）」

の掲載状

況 

法務省ホー

ムページ「外

国人生活支

援ポータル

サイト」の

「困ったと

きの問合せ

先」の掲載状

況 

行政機関名  相談窓口名（又は担当課室等名）、対応方
法等 
 

(注)本欄の記号の意味は、次のとおりである。 
・外国人に特化した窓口：◎ 
・外国語対応の可能な窓口：● 

【分野】 
左記の相談
窓口におい
て相談でき
る内容・相
談例 

所在地 備 考 
（「相談窓口名（又

は担当課室等名）、

対応方法等」欄に関

連し、左記の相談窓

口を有する機関以

外の行政機関が整

備している機器、設

備等） 

○ ○ 名 古
屋 中
公 共
職 業
安 定
所 

◎名古屋外国人雇用サービスセンター（専
門援助第七部門） 
①通訳の配置 
・月～金（祝日、年末年始を除く。8:30～
17:15）、うち通訳の配置は英語・中国語・
スペイン語・ポルトガル語が月～金（9:15
～12:00・13:00～17:15） 
・電話 052-855-3770 
②電話通訳の利用 
・上記以外の外国人が来庁した場合、公共
職業安定所職員がハローワーク多言語コ
ンタクトセンターに電話し、三者間通訳
（注）で対応（8:30～12:00・13:00～17:15） 
（注）10か国語対応：英語、中国語（北京語）、韓国語、

ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語、タイ語、

タガログ語、ネパール語、インドネシア語 

 

（参考） 

「外国人雇用サービスセンター」は、全国に 4 か所

設置されている。 

・東京：新宿公共職業安定所 

・名古屋：名古屋中公共職業安定所 

・大阪：梅田公共職業安定所 

・福岡：福岡中央公共職業安定所 

【雇用・労
働】 
就職に関す
る職業相談 

愛知県名
古屋市中
区 錦 2-
14-25 
 
ヤマイチ
ビル 

 8階 

ハローワー
ク多言語コ
ンタクトセ
ンター 
 厚生労働本省

が民間事業者に

委託 

○ ○ 三 重
労 働
局 
（ 本
表 下
の 注
2 参
照） 

雇用環境・均等室 
（男女雇用機会均等確保、仕事と家庭との
両立支援等に関する相談） 
・月～金（祝日、年末年始を除く。8:30～
17:15） 
・電話 059-226-2318 
 
 
 
（労働条件全般に関する相談） 
・月～金（祝日、年末年始を除く。9:00～
17:00） 
・電話 059-226-2110 

【雇用・労
働】 
・男女雇用
機会均等確
保、仕事と
家庭との両
立支援等に
関する相談 
 
・労働条件
全般に関す
る相談 

三重県津
市島崎町
327-2 
 
津第二地
方合同庁
舎 
2階（雇
用環境・
均等室） 
4階（監
督課） 
 
※三重労
働局と津
労働基準
監督署
は、同一
庁舎に入
居 

 

監督課（注） 
・月～金（祝日、年末年始を除く。8:30～
17:15） 
・電話 059-226-2105 
（注）外国語対応していないが、外国人が来庁した場

合、ⅰ）同一庁舎１階の津労働基準監督署の通訳

（ポルトガル語、スペイン語、英語）、ⅱ）四日市

労働基準監督署の通訳（ポルトガル語、スペイン

語、英語）による電話通訳、ⅲ）「外国人労働者向

け相談ダイヤル」を活用して対応する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【雇用・労
働】 
労 働 条 件
（賃金、解
雇、年次有
給 休 暇 な
ど）に関す
る相談等 
 

外国人労働
者向け相談
ダイヤル 

「外国人労働

者向け相談ダイ

ヤル」は、ポルト

ガル語等の通訳

を配置する労働

局・労働基準監督

署に電話がつな

がり、外国語によ

る対応が可能（本

表下の注３「外国

人労働者相談コ

ーナー設置箇所

一覧」参照） 

-35-



「外国人

材の受入

れ・共生の

ための総

合的対応

策（改訂）」

の掲載状

況 

法務省ホー

ムページ「外

国人生活支

援ポータル

サイト」の

「困ったと

きの問合せ

先」の掲載状

況 

行政機関名  相談窓口名（又は担当課室等名）、対応方
法等 
 

(注)本欄の記号の意味は、次のとおりである。 
・外国人に特化した窓口：◎ 
・外国語対応の可能な窓口：● 

【分野】 
左記の相談
窓口におい
て相談でき
る内容・相
談例 

所在地 備 考 
（「相談窓口名（又

は担当課室等名）、

対応方法等」欄に関

連し、左記の相談窓

口を有する機関以

外の行政機関が整

備している機器、設

備等） 

○ ○ 津 労
働 基
準 監
督署 

◎外国人労働者相談コーナー 
①通訳の配置 
・月～金（祝日、年末年始除く）、うち通
訳の配置は次のとおり 
ポルトガル語：火曜日（毎週）・水曜日
（毎月第１、第３週のみ）（10:00～
12:00・13:00～16:00） 

スペイン語：月曜日（毎月第１、第３週
のみ）・金曜日（毎週）（10:00～12:00・
13:00～16:00） 

英語：第２水曜日（10:00～12:00・13:00
～16:00） 

・電話 059-227-1282 
②電話通訳の利用 
・上記の言語以外の外国人が来庁した場
合、「外国人労働者向け相談ダイヤル」（注）

を活用して対応 
（注）外国人労働者向け相談ダイヤル 

・多言語対応番号 

英語 0570-001701（月～金） 

中国語 0570-001702（月～金） 

ポルトガル語 0570-001703（月～金） 

スペイン語 0570-001704（月～金） 

タガログ語 0570-001705（火、水、木、金） 

ベトナム語 0570-001706（月～金） 

ミャンマー語 0570-001707（月、水） 

ネパール語 0570-001708（火、木） 

・相談対応時間：上記の曜日 10:00～15:00（祝日、

年末年始除く） 

【雇用・労
働】 
労 働 条 件
（賃金、解
雇、年次有
給休暇等） 

三重県津
市島崎町
327-2 
 
津第二地
方合同庁
舎 

 1階 
 
※三重労
働局と津
労働基準
監 督 署
は、同一
庁舎に入
居 

○ ○ 津 公
共 職
業 安
定所 

◎外国人雇用サービスコーナー 
（窓口名：外国人サービスコーナー） 
①通訳の配置 
・月～金（祝日、年末年始を除く。8:30～
17:15）、うち通訳の配置はポルトガル語が
月～金（9:00～12:00）・火（13:00～15:00）・
木（13:00～14:30） 
・電話 059-228-9161 
②電話通訳の利用 
・上記の言語以外の外国人が来庁した場
合、公共職業安定所職員がハローワーク多
言語コンタクトセンターに電話し、電話通
訳（注）で対応（8:30～12:00・13:00～17:15） 
（注）10か国語対応：英語、中国語（北京語）、韓国語、

ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語、タイ語、

タガログ語、ネパール語、インドネシア語 

【雇用・労
働】 
外国人求職
者の職業相
談、職業紹
介及び雇用
保険受給手
続き 

三重県津
市島崎町
327-1 

ハローワー
ク多言語コ
ンタクトセ
ンター 
 厚生労働本省

が民間事業者に

委託 

（注）1 当局の調査結果による。 
2 厚生労働省の都道府県労働局雇用環境・均等部（室）及び総合労働相談コーナーでは、職場におけるハラ
スメントや解雇等のトラブルに関する相談対応等を実施している。 
厚生労働省では、令和２年度に、ⅰ）14か国語による電話通訳サービスである「多言語コンタクトセンタ

ー」（※1）を全ての雇用環境・均等部（室）及び総合労働相談コーナーで活用するとともに、ⅱ）外国人労
働者に対する簡易な案内として多言語音声翻訳システム（アプリ）（※2）を雇用環境・均等部（室）に設置
する予定である。 

    （※1）多言語コンタクトセンター 
         ・電話通訳による職員及び外国人労働者間のコミュニケーションを支援 
         ・職員の依頼に基づく簡易な文書翻訳支援 
         ・対応言語：14か国語（日本語、英語、中国語（北京語）、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、

ベトナム語、インドネシア語、タガログ語、ネパール語、タイ語、カンボジア語、ミ
ャンマー語、モンゴル語） 

    （※2）多言語音声翻訳システム（アプリ） 
         ・来庁した外国人労働者が、労働局に設置したタブレット上での翻訳アプリを利用しながら相談

（対応外国語：30か国語）  
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3 外国人労働者相談コーナー設置箇所一覧（厚生労働省ホームページから引用） 
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図表 2－⑶ 相談窓口の案内表示等の実施状況（外国人からの相談が想定される調査対象の国の行政機関）

区分 相談窓口 庁舎の外看板、庁舎入口 庁舎入口から相談窓

付近、相談窓口までの通 口までの案内表示が

路（エレベーターがある 多言語で表記されて

場合は、エレベーターを いる国の行政機関 

含む。）の全てにおいて、

外国語表記による相談窓

口の案内表示がない国の

行政機関名 行政機関 

総 中部管区行政評価局 行政相談センターきくみみ愛知 該当 － 
務 三重行政監視行政相 行政相談センターきくみみ三重 該当 － 
省 談センター 
法 静岡地方法務局 外国人のための人権相談所 － － 
務 名古屋法務局 － － 
省 岐阜地方法務局 － － 

津地方法務局 該当 － 
名古屋出入国在留管 外国人在留総合インフォーメーシ － 該当 
理局 ョンセンター 

財 名古屋国税局 電話相談センター 
務 名古屋中税務署 受付窓口 

※電話のみ
－ － 

省 
厚 岐阜労働局 外国人労働者相談コーナー － － 
生 多治見労働基準監督 外国人労働者相談コーナー － － 
労 署 
働 多治見公共職業安定 外国人雇用サービスコーナー － 該当 
省 所 

静岡労働局 外国人労働者相談コーナー － － 
浜松労働基準監督署 外国人労働者相談コーナー － 該当 
浜松公共職業安定所 外国人コーナー － 該当 
愛知労働局 外国人労働者相談コーナー － － 
刈谷労働基準監督署 外国人労働者相談コーナー － － 
名古屋中公共職業安 名古屋外国人雇用サービスセンタ － 該当 
定所 ー 
三重労働局 ※津労働基準監督署の外国人労働

者相談コーナーで対応
津労働基準監督署 外国人労働者相談コーナー － － 
津公共職業安定所 外国人雇用サービスコーナー － － 

 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑶－ⅰ 庁舎入口から相談窓口までの案内表示が多言語で表記されている例 

（名古屋出入国在留管理局） 

 

1 庁舎入口の案内（その 1） 

（

 

英語で表記） 

2 庁舎入口の案内（その 2） 

 

（英語、韓国語、中国語、ポルトガル語、スペイン

語で表記） 

3 庁舎 1階ロビーの案内 4

 

（フロア案内、各部署の案内、申請の流れを英語で

表記） 

 庁舎 1階ロビーの案内（拡大その 1） 

  

5 庁舎 1階ロビーの案内（拡大その 2） 

 

6 庁舎 1階ロビーの案内（拡大その 3） 
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7 外国人在留総合インフォメーションセンター入口

の案内（壁面） 

 

（英語、韓国語、中国語、ポルトガル語、スペイン

語で表記） 

 

（

8 外国人在留総合インフォメーションセンター入口

の案内（ガラス面） 

英語、韓国語、中国語、ポルトガル語、スペイン

語で表記） 

9 外国人在留総合インフォメーションセンター入口

横のフロア案内 

 

（英語、韓国語、中国語、ポルトガル語、スペイン

語、トルコ語で表記） 

 

10 外国人在留総合インフォメーションセンター入

口横のフロア案内（日本語） 

11 外国人在留総合インフォメーションセンター入口

横のフロア案内（英語） 

12 外国人在留総合インフォメーションセンター入口

の案内 

 

 

（入口の案内を英語とポルトガル語で表記） 
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13外国人在留総合インフォメーションセンター受付 14 外国人在留総合インフォメーションセンター受付

の案内 

（ポルトガル語、中国語、英語で表記） 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑶－ⅱ 庁舎入口から相談窓口までの案内表示が多言語で表記されている例 

（多治見公共職業安定所） 

1 庁舎外の掲示板の外国語表記案内 

（通訳配置の曜日と時間の案内をタガログ語、英

語、ポルトガル語で表記） 

2 庁舎 1階ロビーの庁舎案内 

（通訳配置の曜日と時間の案内をタガログ語とポル

トガル語で表記） 

3 庁舎 1階ロビーの庁舎案内（赤丸部分の拡大） 4 公共職業安定所入口横の案内 

（外国人雇用サービスコーナー及び通訳配置の曜日

と時間の案内を英語とタガログ語で表記） 

5 外国人雇用サービスコーナー 6 外国人雇用サービスコーナー（赤丸部分の拡大） 

（ポルトガル語、タガログ語、英語で表記） 
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7 エレベーター内の通訳配置の案内（ポルトガル語

タガログ語） 

、

（通訳配置の曜日と時間の案内をタガログ語とポル

トガル語で表記） 

8 エレベーター内の通訳配置の案内（英語） 

（通訳配置の曜日と時間の案内を英語で表記） 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑶－ⅲ 庁舎入口から相談窓口までの案内表示が多言語で表記されている例 

（浜松労働基準監督署） 

 

1 庁舎入口（北玄関）の入居官署案内 

 

（入居官署を英語で表記） 

 

2 庁舎（北玄関）1階ロビーの入居官署案内 

（入居官署を英語とポルトガル語で表記） 

3 庁舎１階通路の入居官署案内 

 

（入居官署を英語で表記） 

 

4 エレベーター内の入居官署案内 

（入居官署を英語で表記） 

5 庁舎 8階エレベーターホール前の案内 6 庁舎 8階エレベーターホール前の案内（拡大） 

 

 

（所在場所への案内をやさしい日本語で表記） 
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7 庁舎 8階通路の案内 8 庁舎 8階通路の案内（外国語表記の拡大） 

（外国人労働者相談コーナーの案内をポルトガル語

で表記） 

9 浜松労働基準監督署入口の案内 

（英語とポルトガル語で表記） 

10 外国人労働者相談コーナーの案内表示 

（ポルトガル語で「相談窓口」のほかに、相談を受

けることができる項目と通訳の配置時間を案内） 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑶－ⅳ 庁舎入口から相談窓口までの案内表示が多言語で表記されている例 

（浜松公共職業安定所） 

1 庁舎 1階階段前の外国人コーナー案内 

（ポルトガル語、スペイン語、ローマ字で表記） 

2 階段踊場の外国人コーナー案内 

（ポルトガル語、スペイン語、ローマ字で表記） 

3 庁舎 2階ロビーの案内 4 庁舎 2階ロビーの案内（外国人コーナー） 

（ポルトガル語、スペイン語、ローマ字で表記） 

5 庁舎 2階ロビーの案内図（拡大その 1） 

（外国人コーナーをポルトガル語で表記） 

6 庁舎 2階ロビーの案内図（拡大その 2） 

（外国人コーナーの受付業務内容（外国人の雇用保 

険受給手続き、職業相談）をポルトガル語で表記） 
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7 庁舎 2階フロア内の案内（その 1） 

外国人コーナーをポルトガル語、スペイン語、ロ

ーマ字で表記） 

8 庁舎 2階フロア内の案内（その 2） 

（
「番号札をお取りください」の案内を、ポルトガル

語、スペイン語、英語、中国語、インドネシア語

及びベトナム語で表記 

9 庁舎 2階の外国人コーナー 10 外国人コーナーの案内（その 1） 

（やさしい日本語、ポルトガル語、スペイン語で表

記） 

11 外国人コーナーの案内（その 2） 

（ポルトガル語とローマ字で表記） 

12 通訳の在庁時間等の案内 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑶－ⅴ 庁舎入口から相談窓口までの案内表示が多言語で表記されている例 

（名古屋中公共職業安定所） 

 

1 ビル 1階ロビー 2 ビル 1階ロビーの官署案内 

 

 

3 ビル 1階ロビーの官署案内（拡大） 

（外国人雇用サービスセンターを英語、中国語、ポ

ルトガル語、スペイン語及びタガログ語で表記） 

4 ビル 1階ロビーの電子窓口案内（英語） 

 
 

（日本語、英語、中国語、ポルトガル語、スペイン

語及びタガログ語での表示が可能） 

5 ビル 1階ロビーの電子窓口案内（英語） 6 ビル 2階の総合受付 

 

 

（受付を英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語

及びタガログ語で表記） 
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7 エレベーター内の案内 

 

8 エレベーター内の案内（拡大） 

 

（外国人雇用サービスセンターを英語、中国語、ポ

ルトガル語、スペイン語及びタガログ語で表記） 

9 ビル 8階外国人雇用サービスセンター入口の案内 10 外国人雇用サービスセンター入口の案内(拡大) 

 

 

（外国人雇用サービスセンターを英語、中国語、ポ

ルトガル語、スペイン語及びタガログ語で表記） 

11外国人雇用サービスセンターの案内 

外国人雇用サービスセンターを英語、中国語、ポ

ルトガル語、スペイン語及びタガログ語で表記） 

12 外国人雇用サービスセンターの受付案内 

 

（

 

（受付を英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語

及びタガログ語で表記） 
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13 受付カウンター上の通訳の必要可否についての

案内 

（英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語及びタ

ガログ語で表記） 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑷ ホームページにおける相談窓口の案内状況（外国人からの相談が想定される調査対象の国の行政

機関、事例①及び②関係） 
区分 

行政機関名 

相談窓口 事例① 事例② 
本省（本庁）又は自機関のホー
ムページ（スマートフォン上の
ホームページを含む。）に、外国
語表記による相談窓口の案内が
あるものの、自機関のホームペ
ージ（スマートフォン上のホー
ムページを含む。）のトップペー
ジに、外国語表記による相談窓
口の案内に直接遷移できる外国
語表記によるバナー等がないた
め、速やかに遷移できない国の
行政機関

自機関のホーム
ページ（スマー
トフォン上のホ
ームページを含
む 。） の ト
ップページに外
国語表記による
相談窓口の案内
に直接遷移でき
るバナーがある
ため、速やかに
遷移できる国の
行政機関

来庁による相
談が可能であ
るにもかかわ
らず、自機関の
ホームページ
に、住所等が外
国語表記にな
っていないな
ど外国語表記
による来庁案
内がない国の
行政機関

自機関のホー
ムページに、住
所等が外国語
表記になって
いるなど外国
語表記による
来庁案内があ
る国の行政機
関

（区分） 
本省（本庁）の
ホームページ
に、外国語表
記による相談
窓口の案内が
あるもの

（区分） 
自機関のホー
ムページに、外
国語表記によ
る相談窓口の
案内があるも
の

総
務
省 

中部管区
行政評価
局 

行政相談センター
きくみみ愛知 

－ － 該当 該当 － 

三重行政
監視行政
相談セン
ター

行政相談センター
きくみみ三重 

－ － 該当 該当 － 

法
務
省 

静岡地方
法務局 

外国人のための人
権相談所 

該当 － － 該当 － 

名古屋法
務局 

該当 － － 該当 － 

岐阜地方
法務局 

該当 － － 該当 － 

津地方法
務局 

該当 － － 該当 － 

厚
生
労
働
省 

岐阜労働
局 

外国人労働者相談
コーナー

－ 該当 
※ただし、当局
の現地調査後、
改善措置済 

－ － 該当 

外国人雇用サービ
スコーナー

静岡労働
局 

外国人労働者相談
コーナー

－ 該当 
※ただし、当局
の現地調査後、
改善措置済 

－ － 該当 

外国人雇用サービ
スコーナー

愛知労働
局 

外国人労働者相談
コーナー

－ － 該当 － 該当 

名古屋外国人雇用
サービスセンター
（注）名古屋中公共  

職業安定所に設置 

－ 該当 
※ただし、当局
の現地調査後、
改善措置済

－ － 該当 

外国人雇用サービ
スコーナー

－ 該当 
※ただし、当局
の現地調査後、
改善措置済

－ 該当 
※ただし、当局
の現地調査後、
改善措置済

－ 

三重労働
局 

外国人労働者相談
コーナー

－ － 該当 － 該当 

外国人雇用サービ
スコーナー

（注）1 当局の調査結果による。 

2 名古屋出入国在留管理局は、法務省出入国在留管理庁がホームページを運用しているため、調査対

象外とした。 

3 名古屋国税局は、財務省国税庁がホームページを運用しているため、調査対象外とした。

-51-



（参考）調査対象機関のホームページの URL 
行政機関名 自機関のホームページのURL 本省（本庁）のホームページの URL

総
務
省

中部管区
行政評価
局 

https://www.soumu.go.jp/kanku/chubu.h
tml 

総務省 HP（日本語）
https://www.soumu.go.jp/ 
総務省 HP（英語） 
https://www.soumu.go.jp/english/index.html 三重行政

監視行政
相談セン
ター

https://www.soumu.go.jp/kanku/chubu/
mie.html 

法
務
省

静岡地方
法務局 

http://houmukyoku.moj.go.jp/shizuoka/ 法務省 HP（日本語）
http://www.moj.go.jp/ 
法務省 HP（英語） 
http://www.moj.go.jp/EN/index.html 
法務省 HP（日本語）の「人権擁護局フロントペ
ージ」 
http://www.moj.go.jp/JINKEN/index.html 

名古屋法
務局 

http://houmukyoku.moj.go.jp/nagoya/

岐阜地方
法務局 

http://houmukyoku.moj.go.jp/gifu/

津地方法
務局 

http://houmukyoku.moj.go.jp/tsu/

出
入
国
在
留
管
理
庁

名古屋出
入国在留
管理局 

－ 出入国在留管理庁 HP（日本語）
http://www.immi-moj.go.jp/index.html 
出入国在留管理庁 HP（英語） 
http://www.immi-moj.go.jp/english/index.html 
出入国在留管理庁 HP（中国語） 
http://www.immi-moj.go.jp/chinese/index.html 
出入国在留管理庁 HP（韓国語） 
http://www.immi-moj.go.jp/korean/index.html 
出入国在留管理庁 HP（ポルトガル語） 
http://www.immi-
moj.go.jp/portuguese/index.html 
出入国在留管理庁 HP（スペイン語） 
http://www.immi-moj.go.jp/spanish/index.html 

財
務
省

名古屋国
税局 

https://www.nta.go.jp/about/organizatio
n/nagoya/index.htm 

国税庁 HP（英語）
http://www.nta.go.jp/english/contact/moreinfo
rmation/ 名古屋中

税務署 
https://www.nta.go.jp/about/organizatio
n/nagoya/location/aichi/nagoyanaka/ind
ex.htm 

厚
生
労
働
省

岐阜労働
局 

https://jsite.mhlw.go.jp/gifu-
roudoukyoku/home.html 

厚生労働省 HP
https://www.mhlw.go.jp/index.html 
厚生労働省 HP（英語） 
https://translation.mhlw.go.jp/LUCMHLW/ns
/tl.cgi/https://www.mhlw.go.jp/index.html?SL
ANG=ja&TLANG=en&XMODE=0&XCHARS
ET=utf-8&XJSID=0 
厚生労働省 HP（中国語（簡体）） 
https://translation.mhlw.go.jp/LUCMHLW/ns
/tl.cgi/https://www.mhlw.go.jp/index.html?SL
ANG=ja&TLANG=zh&XMODE=0&XCHARS
ET=utf-8&XJSID=0 
厚生労働省 HP（中国語（繁体）） 
https://translation.mhlw.go.jp/LUCMHLW/ns
/tl.cgi/https://www.mhlw.go.jp/index.html?SL
ANG=ja&TLANG=zhb&XMODE=0&XCHAR
SET=utf-8&XJSID=0 
厚生労働省 HP（韓国語） 
https://translation.mhlw.go.jp/LUCMHLW/ns
/tl.cgi/https://www.mhlw.go.jp/index.html?SL
ANG=ja&TLANG=ko&XMODE=0&XCHARS
ET=utf-8&XJSID=0 

静岡労働
局 

https://jsite.mhlw.go.jp/shizuoka-
roudoukyoku/home.html 

愛知労働
局 

https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-
roudoukyoku/home.html 

自機関のホームページとは別に「名古屋外
国人雇用サービスセンター」のホームペー
ジを設けている。 
https://jsite.mhlw.go.jp/aichi-foreigner/ 

三重労働
局 

https://jsite.mhlw.go.jp/mie-
roudoukyoku/home.html 

（注）調査対象機関の資料に基づき、当局が作成した。 
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図表 2－⑷（事例①）－ⅰ 自機関のホームページ（スマートフォン上のホームページを含む。）のト 

ップページに外国語表記による相談窓口の案内に直接遷移できるバナーがあるため、速やかに遷移でき

る例（中部管区行政評価局） 

行 政 機 関 名 中部管区行政評価局 
＜遷移手順＞ 
中部管区行政評価局のホームページのトップページから、「行政相談多言語リーフレット」のページに遷

移するための具体的な遷移手順は、次のとおりである。 

① 中部管区行政評価局のホームページのトップページ

バナーをクリックすると
「行政相談多言語リーフ
レット」が閲覧できる 

（②に遷移） 
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② 行政相談多言語リーフレット ダウンロードページ

言語を選択 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑷（事例①）－ⅱ 自機関のホームページ（スマートフォン上のホームページを含む。）のトップ

ページに外国語表記による相談窓口の案内に直接遷移できるバナーがあるため、速やかに遷移できる例

（三重行政監視行政相談センター） 

行 政 機 関 名 三重行政監視行政相談センター 
（説明） 
＜遷移手順＞ 

三重行政監視行政相談センターのホームページのトップページから、「行政相談多言語リーフレット」の

ページに遷移するための具体的な遷移手順は、次のとおりである。 

○ 三重行政監視行政相談センターのホームページのトップページ

このバナーを 
クリック 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑷（事例①）－ⅲ 自機関のホームページ（スマートフォン上のホームページを含む。）のト 

ップページに外国語表記による相談窓口の案内に直接遷移できるバナーがあるため、速やかに遷移でき

る例（愛知労働局 ※外国人労働者相談コーナー） 

行 政 機 関 名 愛知労働局 ※外国人労働者相談コーナー 
＜遷移手順＞ 
愛知労働局のホームページのトップページから、「外国人労働者相談コーナー」のページに遷移するため

の具体的な遷移手順は、次のとおりである。 ※外国語表記版HPにおいても手順は同様

① 愛知労働局ホームページのトップページ

② 愛知労働局ホームページの「外国人労働者及び雇用する事業主の皆様へ」のページ

このバナーを 
クリック 

（②に遷移） 
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③ 愛知労働局ホームページの「外国人労働者相談コーナー」のページ

クリックすると 
各言語の 
来所案内が 
表示される 
（④へ遷移） 
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④ 各言語の「外国人労働者相談コーナー」のページ

・英語

・ポルトガル語
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・ベトナム語
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○愛知労働局のスマートフォン上のホームページのトップページ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

クリックすると、パソコン上のホームページ
と同じ②愛知労働局ホームページの「外国人
労働者及び雇用する事業主の皆様へ」のペー
ジに遷移する。 
（以下パソコン上のホームページと「外国人
労働者相談コーナー」までの手順は同様） 

 
 
 

 
（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑷（事例①）－ⅳ 自機関のホームページ（スマートフォン上のホームページを含む。）のト 

ップページに外国語表記による相談窓口の案内に直接遷移できるバナーがあるため、速やかに遷移でき

る例（三重労働局） 

行 政 機 関 名 三重労働局 
＜遷移手順＞ 
三重労働局のホームページのトップページから、「外国人労働者の相談窓口」のページに遷移するための

具体的な遷移手順は、次のとおりである。 ※外国語表記版HPにおいても手順は同様 

① 三重労働局のホームページのトップページ
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② 三重労働局ホームページの「外国人労働者の方へ」ページ 

 

 
 

 
 
 

③ ⑴外国人労働者相談コーナー

・ポルトガル語 
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・スペイン語

・英語
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③ ⑵外国人雇用サービスコーナー（通訳配置） 
・ポルトガル語 

 
 
 

 
 
 
 

・スペイン語 
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・タガログ語

・英語
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○スマートフォン上の自機関のホームページのトップページ

クリックすると、パソコン上のホームページ
と同じ②三重労働局ホームページの「外国人
労働者の方へ」のページに遷移する。 
（以下パソコン上のホームページと相談窓口
案内までの手順は同様） 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑷（事例②）－ⅰ 自機関のホームページに、住所等が外国語表記になっているなど外国語表記

による来庁案内がある例（岐阜労働局） 

行 政 機 関 名 岐阜労働局 
各言語の「外国人労働者の相談窓口ページ」 
・ポルトガル語 
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・スペイン語

・タガログ語
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・中国語
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・日本語 

 

 

 
 
 
（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑷（事例②）－ⅱ（その 1） 自機関のホームページに、住所等が外国語表記になっているなど

外国語表記による来庁案内がある例（静岡労働局 ※外国人労働者相談コーナー） 

行 政 機 関 名 静岡労働局 ※外国人労働者相談コーナー 
静岡労働局ホームページの「外国人労働者相談コーナー」のページ 
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（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑷（事例②）－ⅱ（その 2） 自機関のホームページに、住所等が外国語表記になっているなど

外国語表記による来庁案内がある例（静岡労働局 ※外国人雇用サービスコーナー） 

行 政 機 関 名 静岡労働局 ※外国人雇用サービスコーナー 
静岡労働局ホームページの「外国人雇用サービスコーナー」のページ 
・通訳を配置しているハローワーク一覧 
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（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑷（事例②）－ⅲ (その 1） 自機関のホームページに、住所等が外国語表記になっているなど

外国語表記による来庁案内がある例（愛知労働局 ※外国人労働者相談コーナー） 

行 政 機 関 名 愛知労働局 ※外国人労働者相談コーナー 
① 愛知労働局ホームページの「外国人労働者相談コーナー」のページ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

クリックすると 
各言語の 
来所案内が 
表示される 
（②へ遷移） 
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② 各言語の「外国人労働者相談コーナー」のページ 

 
・英語 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ポルトガル語 
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・ベトナム語

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑷（事例②）－ⅲ (その 2） 自機関のホームページに、住所等が外国語表記になっているなど

外国語表記による来庁案内がある例（愛知労働局 ※名古屋外国人雇用サービスセンター） 

行 政 機 関 名 愛知労働局 ※名古屋外国人雇用サービスセンター 
 
「名古屋外国人雇用サービスセンター」のトップページ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

クリックすると 

各言語での来所案内が 

表示される 

・英語 
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・中国語 

 
 

 
 

 

 
 
 
 

・ポルトガル語 

・スペイン語

（注）当局の調査結果による。 
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図表 2－⑷（事例②）－ⅳ 自機関のホームページに、住所等が外国語表記になっているなど外国語表記

による来庁案内がある例（三重労働局） 

行 政 機 関 名 三重労働局 
⑴ 外国人労働者相談コーナー 
・ポルトガル語 
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・スペイン語 

 
・英語 
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⑵ 外国人雇用サービスコーナー（通訳配置）

・ポルトガル語

・スペイン語
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・タガログ語

・英語

（注）当局の調査結果による。 
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3 地方公共団体の相談窓口との連携状況 

調  査  結  果  等 説明図表番号 

【制度の概要】 

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）」では、「外国人が、在

留手続、雇用、医療、福祉、出産・子育て・子供の教育等の生活に関わる様々な事

柄について疑問や悩みを抱いた場合に、適切な情報や相談場所に迅速に到達する

ことができるよう、地方公共団体が情報提供及び相談を行う一元的な窓口を整備

するための支援」を法務省が実施するとされている。 

また、上記の総合的対応策では、「外国人が、適切な情報や相談場所に迅速に到

達することができるよう、外国人居住の実情を踏まえつつ、国の行政機関におけ

る相談窓口と地方公共団体等が運営する相談窓口が協力し、それぞれが運営する

相談窓口の更なる連携を促進し強化する」とされ、当該施策を実施する国の行政

機関として、法務省、厚生労働省、文部科学省及び総務省が挙げられている。 

特に、法務省については、「地方公共団体及び関係行政機関が一元的な窓口にお

ける業務を円滑に実施することができるよう、地方公共団体職員等に対し、相談

業務に関する研修等を実施し、その知識の更なる涵養を図る」、「地方出入国在留

管理官署職員等を地方公共団体の要望を踏まえて派遣するなどし、出入国及び在

留の手続に係る相談にも一元的に応じる」、「全国に配置されている受入環境調整

担当官の体制整備を図ること等により、地方公共団体に対する支援活動、地域に

おける情報収集等を充実・強化する」とされている。 

 

【調査結果】 

当局が東海 4 県及び愛知県豊橋市、岐阜県可児市、静岡県静岡市、三重県津市

（以下「4市」という。）において、相談窓口と国の行政機関の相談窓口との連携

状況を調査したところ、次のような状況がみられた。 

 

⑴ 地方公共団体における外国人相談窓口の整備状況等 

  ア 一元的相談窓口の整備状況  

東海 4 県 4 市において、外国人のために在留手続、雇用、医療、福祉、出

産・子育て・子供の教育等の生活に関わる様々な相談に対応する窓口（以下

「一元的相談窓口」という。）の整備状況を調査したところ、東海 4県 4市と

も、法務省の外国人受入環境整備交付金を活用することにより、平成 31年 4

月以降に相談ブースの整備や対応言語数を増加させるなどして、相談窓口の

新設、拡充に取り組み始めた状況がみられる。 

また、東海 4県 4市の一元的相談窓口では、外国人相談員等の配置、電話

通訳サービスの導入、通訳機器の配備等により、多言語対応の相談体制を整

備しているほか、更に以下のような相談者の利便性の向上や相談員の配置に

工夫している取組がみられる。 

   ① 出先機関への広域的な支援 

国の行政機関及び東海 4県 4市における多言語対応に係る取組は区々と

なっており、窓口によっては通訳の配置がないなど、外国人対応に苦慮す

 

図表 1－② 

（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3－⑴－① 

図表 3－⑴－② 
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ることが想定される状況にあるが、静岡県では、一元的相談窓口に繋がる

タブレット端末を県出先機関に配置することで、県出先機関に行けば、一

元的相談窓口から遠隔地に居住する外国人も、その機能を活用でき、多言

語対応が可能となる広域的な通訳支援体制を整備している。 

② ＳＮＳを活用した相談受付、情報提供

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）」では、全省庁

において、「外国人に対する行政・生活情報の提供に当たっては、ソーシャ

ル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）を利用することも想定した対

応を推進する」とされている。 

今回調査した国の行政機関では、名古屋出入国在留管理局が、在留諸申

請受付窓口の待ち時間について Twitter による情報提供を実施している

が、その他の機関ではＳＮＳを活用した多言語による情報提供等に係る取

組はみられなかった。 

一方、東海 4 県 4 市のうち、静岡県の一元的相談窓口では、「LINE」、

「Skype」、「Facebook」及び「Messenger」の 4種類のＳＮＳを活用し、外国

人からの相談を受け付けている取組がみられる。この取組を開始した経緯

について、静岡県の相談窓口担当者は、外国人はＳＮＳで情報を入手し、共

有することが多く、また、固定電話を持っていない外国人でも、ＳＮＳを活

用すると通話による相談が可能となるためと説明しており、静岡県の一元

的相談窓口で受け付けた相談の約 6割がＳＮＳ経由であるとしている。 

また、岐阜県の一元的相談窓口では、6か国語（日本語、英語、中国語、

ポルトガル語、タガログ語及びベトナム語）で「Facebook」を開設し、相談

方法等の窓口情報を周知する取組がみられる。この取組を開始した経緯に

ついて、岐阜県の相談窓口担当者によると、県内で 2 番目に多く在住して

いるブラジル人（公用語：ポルトガル語）を中心に外国人の多くが

「Facebook」を利用しているなど、外国人にとってホームページよりもＳ

ＮＳの方が情報入手しやすいためと説明しており、「Facebook」経由の相談

も増えているとしている。 

③ 日本人相談員等の効果的な配置

東海 4 県 4 市が開設する一元的相談窓口では、通訳として、外国人相談

員、語学アルバイトを配置しており、相談対応については、ベテラン外国

人相談員の個人の経験や能力に頼るところが大きいところもある。 

この対応について、静岡県の一元的相談窓口では、外国人相談員のほか

に、行政手続に詳しい日本人相談員を配置し、外国人相談員等の業務を補

助・支援することで、外国人相談員等の負担軽減や相談対応の質の向上を

図っている取組がみられる。 

また、愛知県の一元的相談窓口では、多文化ソーシャルワーカーを配置

し、相談者の出身国の制度や文化を理解した上で外国人相談を受けるとと

もに、複雑な問題を抱える相談者に対しては、関係する市町村の各種窓口

や専門相談機関と連携しながら、問題解決に向けた自立支援までを継続的

に行っている。 

図表 3－⑴－③ 

図表 1－② 

（再掲） 

図表 3－⑴－④ 

図表 3－⑴－⑤ 

図表 3－⑴－⑥
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イ 一元的相談窓口における相談の受付状況

東海 4 県が開設する一元的相談窓口において受け付けた相談を分野別にみ

ると、「社会保険医療」に係る相談が 23.8％と最も多く、国の行政機関に関係

する相談では、「雇用・労働」に関するものが 9.2％、「入管手続」に関するも

のが 6.6％となっている。 

なお、一元的相談窓口では、このような相談に対応する場合、専門的な知

識が必要になるため、基本的には、相談者に対して、「雇用・労働」関係は労

働局等、「入管手続」関係は出入国在留管理局が設置する相談窓口を案内する

としている。 

また、東海 4県が開設する一元的相談窓口において受け付けた相談を言語

別にみると、日本語対応が 34.0％と最も多く、次に東海 4県で在留外国人数

が最も多いブラジル人の母国語であるポルトガル語対応が 31.4％となってお

り、これら 2言語での対応が過半数を占める。 

このほか、東海 4 県で在留外国人数 4 位のベトナム人の母国語であるベト

ナム語対応が 8.2％、3位のフィリピン人の母国語であるフィリピノ語・タガ

ログ語対応が 6.9％の順で多い。  

⑵ 地方公共団体と国の行政機関の連携状況

ア 国の行政機関の職員の一元的相談窓口への派遣

東海 4 県 4 市が開設している一元的相談窓口のうち、愛知県、岐阜県及び

三重県では、名古屋出入国在留管理局職員（受入環境調整担当）の派遣を受

け、月に 1回、在留資格等に係る専門相談日を設けている取組がみられる。 

また、岐阜県可児市では、名古屋出入国在留管理局職員（受入環境調整担

当）に職員の派遣を要請して、令和 2 年 2 月に在留資格に係る特別相談を実

施している。 

さらに、愛知県では、愛知労働局職員（監督課、指導課）の派遣を受けて、

月に 1回、労働相談に係る専門相談日を設けている取組がみられる。 

イ 連絡会議等の開催による関係機関の連携強化

地方公共団体では、地域における多文化共生施策を推進するため、関係機

関との連絡協議会等を設置するなどの取組を実施しており、愛知県、愛知県

豊橋市及び静岡県静岡市では、当該会議において、一元的相談窓口、国の行

政機関等が外国人相談対応に係る状況、取組に係る情報共有、相談窓口の連

携強化を図っている。 

また、今回調査した国の行政機関のうち、浜松公共職業安定所は、主催す

る日系人の就業支援のための会議において、一元的相談窓口の運営の委託を

受けている団体等の関係機関と外国人相談対応に係る状況、取組に係る情報

共有、相談窓口の連携強化を図っている。 

このほか、岐阜県及び静岡県では、県内市町村相談窓口担当者間の情報共

有、連携強化を図っている。 

図表 3－⑴－⑦ 

図表 3－⑴－⑧ 

図表 3－⑴－⑨ 

図表 3－⑴－① 

(再掲) 

図表 3－⑴－② 

(再掲) 

図表 3－⑵－① 

図表 3－⑵－② 

図表 3－⑵－③ 

図表 3－⑵－④ 

図表 3－⑵－⑤ 

図表 3－⑵－⑥ 
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⑶ 地方公共団体における主体的な取組及び意見・要望

ア 外国人向けの税務相談の実施

名古屋国税局管内の税務署では、窓口に通訳を配置するなどの外国語によ

る相談者対応は実施していないが、東海 4県 4市のうち、愛知県豊橋市及び

岐阜県可児市が実施している外国人向けの税務相談会等では、多くの外国人

が確定申告に係る相談をしている状況がみられる。 

また、両市ともに、税務相談会等で外国人対応を行った担当者によると、

相談者の大半が給与所得者であり、本来であれば、勤務先で年末調整すれば

確定申告する必要がない方が多いため、税務署から外国人労働者を雇用する

企業に対して、適切に年末調整で対応するように指導してほしいとしている。 

イ 一元的相談窓口担当者等を対象とした研修の実施

東海 4県では、一元的相談窓口の相談担当者向けの研修を開催しており、

その内容をみると、いずれの県においても在留資格に関する研修を実施して

いる。 

また、一元的相談窓口には多岐にわたる相談が寄せられるため、東海 4県

4市の相談窓口担当者は、「在留資格」、「労働」、「福祉」、「相談窓口の運営」

等の様々な分野の研修を受講している又は受講を希望している状況にある。 

なお、研修について、東海 4県 4市の相談窓口担当者のうち、研修受講者

からは、研修により知識の涵養が図られたほか、「関係機関との連携強化に繋

がった。」、「他の相談員と情報交換や業務上の悩みの共有ができてよかっ

た。」など、好意的な意見が聞かれた。 

一方、東海 4県 4市の相談窓口担当者のうち、研修受講を希望しているも

のの、受講できていない者からは、「自機関で専門分野に係る研修を開催す

ることは難しい。」、「限られた人員で相談窓口を運営しているため、研修会

場が遠方であると、研修に参加できない。」としている者もおり、国の行政機

関等が県内の地域ごとに複数会場で研修を開催することを望む意見が聞か

れた。 

図表 3－⑶－① 

図表 3－⑶－② 

図表 3－⑶－③ 

図表 3－⑶－④ 
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図表 3－(1)－① 東海 4県が開設する一元的相談窓口の整備状況 

地方公共団体名 愛知県 岐阜県 静岡県 三重県 

窓口名称 あいち多文化共生センター 岐阜県在住外国人相談セン
ター

静岡県多文化共生総合相談
センター かめりあ

みえ外国⼈相談サポートセ
ンターみえこ（MieCo)

開設時期 平成 31 年 4 月 1 日 平成 31 年 5 月 30 日 令和元年 7 月１日 令和元年 8 月 1 日

通訳対応が 
可能な言語 

（注 3） 

12言語
（日本語、ポルトガル語、ス
ペイン語、英語、中国語、フ
ィリピノ語・タガログ語、ベ
トナム語、ネパール語、イン
ドネシア語、タイ語、韓国
語、ミャンマー語） 

15言語
（日本語、ポルトガル語、ス
ペイン語、英語、中国語、フ
ィリピノ語・タガログ語、ベ
トナム語、ネパール語、イン
ドネシア語、タイ語、韓国
語、ミャンマー語、クメール
語、マレー語、モンゴル語） 

14言語
（日本語、ポルトガル語、ス
ペイン語、英語、中国語、フ
ィリピノ語・タガログ語、ベ
トナム語、ネパール語、イン
ドネシア語、タイ語、韓国
語、ヒンディー語、フランス
語、ロシア語、）

11言語
（⽇本語、英語、フィリピノ
語・タガログ語、ポルトガル
語、スペイン語、中国語、韓
国語、ベトナム語、ネパール
語、インドネシア語、タイ
語） 

外部の通訳 
サービス

電話通訳
テレビ電話通訳 電話通訳 電話通訳

テレビ電話通訳 電話通訳 

(翻訳機器) ポケトーク ポケトーク ポケトーク
ボイストラ ボイストラ 

相談件数 
(月平均)（注 4） 

159 件/月 70 件/月 84 件/月 60 件/月 

専門相談の 
連携機関 

名古屋出入国在留管理局
愛知労働局 
愛知県弁護士会 

名古屋出入国在留管理局
岐阜県行政書士会 

静岡県行政書士会
静岡県弁護士会・法テ
ラス静岡

名古屋出入国在留管理局
三重県行政書士会 

窓口案内 
（HP） 

http://www2.aia.pref. 
aichi.jp/sodan/j/sodan 
corner.html 

http://www.gic. 
or.jp/foreigner 

http://www.sir.or.jp/ http://www.mief. 
or.jp/jp/helpdesk. 
html#tagengo 

（注）1 当局の調査結果による。 
   2 「開設時期」は、県の一元的相談窓口として運営開始された年月日を記載しており、各県ともに従前か

ら国際交流協会等が開設していた外国人相談窓口を拡充する形で開設している。 
3 下線を付した言語は、一元的相談窓口の外国人相談員等が対応可能な言語である。 
4 各窓口における平成 31 年 4月（又は相談受付開始月日）から令和元年 12 月末までの相談件数を基に、
当局が整理した。 
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図表 3－(1)－② 調査対象 4市が開設する一元的相談窓口の整備状況 

地方公共団体名 愛知県豊橋市 岐阜県可児市 

窓口名称 多文化共生・国際課 外国人総合相談窓口
（インフォピア）

外国籍市民相談窓口
（可児市役所） 

外国人相談窓口
（可児市多文化共生センター） 

開設時期 平成 11 年 4 月 1 日 令和元年 8 月 30 日 令和元年 7 月 1 日
（拡充） 

令和元年 6 月 3 日
（拡充） 

通訳対応が 
可能な言語 

（注 3）

4言語
（日本語、ポルトガル
語、英語、フィリピノ語・
タガログ語）

11言語
（日本語、ポルトガル語、ス
ペイン語、英語、中国語、フ
ィリピノ語・タガログ語、ベ
トナム語、ネパール語、イン
ドネシア語、タイ語、韓国語） 

4言語
（日本語、ポルトガル語、
英語、フィリピノ語・タガ
ログ語）

5言語
（日本語、ポルトガル語、ス
ペイン語、英語、フィリピノ
語・タガログ語） 

(通訳サービス) ― 電話通訳
テレビ電話通訳 ― ― 

（翻訳機器） ― ポケトーク ポケトーク
ボイストラ 

ポケトーク
ボイストラ 

相談件数 
(月平均)（注 4） 

354 件/月 257 件/月 1,535 件/月 374 件/月 
専門相談の 
連携機関 

― ― ― (名古屋出入国在留管理局) 
※特別相談（令和 2年 2月）のみ 

窓口案内 
（HP） 

http://www.city.to
yohashi.lg.jp/7413
.htm 

http://www.toyohashi-
tia.or.jp/tia-new-
infopia.html 

地方公共団体名 静岡県静岡市 三重県津市 

窓口名称 
静岡市多文化共生総合相談センター

（葵区、清水区、駿河区） 津市外国人総合相談窓口 

開設時期 令和元年 9 月 2 日 令和元年 7 月 23 日
（拡充） 

通訳対応が 
可能な言語 

（注 3）

14言語
（日本語、ポルトガル語、スペイン語、
英語、中国語、フィリピノ語・タガログ
語、ベトナム語、ネパール語、インドネ
シア語、タイ語、韓国語、ヒンディー語、
フランス語、ロシア語、）

14言語
（日本語、ポルトガル語、スペイン
語、英語、中国語、フィリピノ語・
タガログ語、ベトナム語、ネパール
語、インドネシア語、タイ語、韓国
語、ヒンディー語、フランス語、ロ
シア語）

(通訳サービス) テレビ電話通訳 テレビ電話通訳

（翻訳機器） ボイストラ ポケトーク 
相談件数 

(月平均)（注 4） 
87 件/月 436 件/月 

専門相談の 
連携機関 

― ― 
窓口案内 
（HP） 

https://www.city.shizuoka.lg.jp/
000_002142.html 

（注）1 当局の調査結果による。 
   2 「開設時期」は、市の相談窓口として運営開始された年月日又は窓口の機能が拡充された年月日を記

載した。 
3 下線を付した言語は、一元的相談窓口の外国人相談員等が対応可能な言語である。 
4 各窓口における平成 31 年 4月（又は相談受付開始月日）から令和元年 12 月末までの相談件数を基に、
当局が整理した。 
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図表 3－(1)－③ 静岡県における県出先機関への広域的な通訳支援体制の整備（取組例） 

 

① 来庁、相談対応

②タブレット内のアプ
リケーション「Face
Time」（注 3）で「か
めりあ」に通訳依頼

③タブレット内のアプリ
ケ ー シ ョ ン 「 Face
Time」等を活用し、通訳

外国人相談者 

「静岡県多文化共生総合相談センター かめりあ」 

（相談員、通訳システム） 

県出先機関 11か所（注 2） 

（タブレット配備）

（注）1 静岡県の資料に基づき、当局が作成した。 
2 上記の静岡県出先機関は、各健康福祉センター及び支所（賀茂健康福祉センター、熱海健康福祉セ
ンター、御殿場健康福祉センター、東部健康福祉センター、富士健康福祉センター、中部健康福祉 
センター、西部健康福祉センター、東部健康福祉センター修善寺支所及び西部健康福祉センター掛
川支所）と県民生活センター（東部県民生活センター及び西部県民生活センター）の 11か所である。 

3 「Face Time」は、タブレットに標準搭載されている無料音声・ビデオ通話を行うことができるア
プリケーションのことである。 
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図表 3－(1)－④ 静岡県におけるＳＮＳを活用した外国人相談の受付（取組例） 

(周知用チラシ)英語版

「LINE」、「Skype」、「Facebook」
及び「Messenger」の 4種類のＳＮ
Ｓを活用し、外国人からの相談を受
け付けている。 

(周知用チラシ) 
やさしい日本語版＜該当箇所＞ 

（注）静岡県の資料に基づき、当局が作成した。 
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図表 3－(1)－⑤ 岐阜県における Facebookによる多言語での情報提供（取組例） 

＜岐阜県国際交流センター版 HP「外国人のみなさんへ」（日本語版）＞ 

 6か国語（日本語、英語、中国語、ポル
トガル語、タガログ語及びベトナム語）
で「Facebook」を開設 
なお、「Facebook」を 6か国語で開設し

た経緯について、担当者によると、県内
で 2番目に多く在住しているブラジル人
（公用語：ポルトガル語）を中心に外国
人の多くが「Facebook」を利用している
など、外国人にとって HPよりも SNSの方
が情報入手しやすいとしている。 

＜Facebook英語版（入管職員による相談会の案内）＞ 

日本語チラシ（該当部分） 

（注）岐阜県国際センターの HP（https://www.gic.or.jp/foreigner/consultation/）及びFacebookに 

基づき、当局が作成した。
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図表 3－(1)－⑥ 静岡県の一元的相談窓口における相談体制（取組例） 

    

外国人相談員 

一元的相談窓口 

「静岡県多文化共生総合相談センター かめりあ」 

日本人相談員 

(社会保険労務士、行政経験者等) 

情報提供 

通訳 

相談 

外国人相談者 

支援・指示 

(注)当局の調査結果による。 
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図表 3－(1)－⑦ 東海 4県が開設する一元的相談窓口における相談分野 

 

「その他」 28.2％ 

 

（注）愛知県、岐阜県、静岡県及び三重県の資料に基づき、当局が作成した。 
 
図表 3－(1)－⑧ 東海 4県が開設する一元的相談窓口で受けた主な相談内容及び関係機関 
相談分野 相談内容（例） 主な関係機関 

社会保険・ 

医療 

・ 通訳のいる病院を教えてほしい。 

・ 高額療養費制度の手続がしたい。 

・ 国民健康保険の加入、保険料の支払について相談したい。 

市町村、医療機関 

子供の教育 ・ 通訳のいる小学校を教えてほしい。 

・ 来日直後でも、入学できる高校を教えてほしい。 

市町村、県 

雇用・労働 ・ 育児休業を取得後、会社を解雇されて困っている。 

・ 失業したため、求職活動をしたい。 

・ 技能実習先で長時間労働をさせられている。 

労働局、労働基準監

督署、公共職業安定

所 

入管手続 ・ 在留資格の申請に必要な書類を知りたい。 

・ 日本で就職するために在留資格を変更したい。 

・ こどもの在留資格について相談したい。  

出入国在留管理局、

弁護士、行政書士 

身分関係 

 

・ 離婚したいが、配偶者資格がなくなるため、その後も日本に滞

在するにはどうすればよいか。 

・ 裁判所からの通知の内容について翻訳してほしい。 

出入国在留管理局、

裁判所、弁護士 

年金・税金 ・ 日本の年金制度について知りたい。 

・ 納税証明書を発行してほしい。 

・ 確定申告について相談したい。 

年金事務所、税務

署、県、市町村 

住宅 ・ 公営住宅の申込み方法を知りたい。 市町村、県 

出産・子育て ・ 母子家庭への支援を受けたい。 

・ 児童扶養手当を受給したい。 

市町村 

防災・災害 ・ 災害時の避難場所を教えてほしい。 市町村 

その他 ・ 日本語を学べる教室を教えてほしい。 

・ 郵便が届いたが、日本語が読めないので内容を教えてほしい。 

・ 精神的に辛いので相談したい（こころの相談）。 

 

（注）1 愛知県、岐阜県、静岡県及び三重県からの聴取結果に基づき、当局が作成した。 
2 「主な関係機関」のうち、国の行政機関に下線を付した。 
3 「身分関係」は、結婚、離婚、DV等に関する相談である。 
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図表 3－(1)－⑨ 東海 4県が開設する一元的相談窓口における言語別の相談対応状況 

  対応言語 構成比 
＜参考＞「対応言語」を母国語とする主な国籍 

（4県における在留外国人数（4県内の順位）） 

1 日本語 34.0%  

2 ポルトガル語 31.4%  ブラジル（11万 7,914人（1位）） 

3 ベトナム語 8.2% ベトナム（6万 3,155人（4位）） 

4 フィリピノ語・タガログ語 6.9%  フィリピン（7万 6,258人（3位）） 

5 スペイン語 6.1% 
 ペルー（1万 6,617人（6位）） 

ボリビア（2,649人（16位）） 

6 英語 6.1%  

7 中国語 4.1%  中国（8万 2,050人（2位）） 

8 インドネシア語 2.5%  インドネシア（1万 3,007人（8位）） 

9 ネパール語 0.3%  ネパール（1万 4,542人（7位）） 

10 タイ語 0.2%  タイ（7,429人（9位）） 

11  韓国・朝鮮語 0.0% 
 韓国（4万 2,881人（5位）） 

朝鮮（3,377人（14位）） 

‐ その他 0.3%   

計 100.0%   

（注）1 愛知県、岐阜県、静岡県及び三重県の資料に基づき、当局が作成した。 

2 「4県における在留外国人数（4県内の順位）」は、法務省「在留外国人統計」（令和元年 6月末現

在）に基づき、当局が記載した。 

3 「対応言語」は、「外国人受入環境整備交付金（運営）取扱要領」（法務省）において、一元的相

談窓口で原則として対応に努めることとされている 11言語を記載した。 

  なお、「その他」には、クメール語（カンボジア（2,014人（18位）等）、マレー語（マレーシア

（911人（24位））などが含まれる。 

     4 構成比の数値は小数点第 2位を四捨五入して算出したため、合計が 100%にならない。 
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図表 3－(2)－① 愛知県における関係機関との連携強化に係る取組 

会議名 あいち外国人材適正受入れ・共生推進協議会 
目的 外国人材の受入れや共生に向けた環境整備が適切に行われるよう、関係機関において情報

共有や相互連携等を図る。 
（上記の協議会のワーキンググルーブ（労働環境WG、生活環境 WG、日本語学習・日本語
教育 WG））のうち、「生活環境ＷＧ」の主な協議内容に「相談窓口・行政情報の多言語化」
がテーマとして含まれている。） 

開催状況 【生活環境ＷＧ】 
（第 1回）平成 31年 3月 26日 
＜議事内容＞ 
(1) 多文化共生総合相談ワンストップセンターについて
(2) あいち多文化共生センターについて
(3) 情報提供等

（第 2回）令和元年 9月 10日 
＜議事内容＞ 
(1) 国の概算要求（生活環境関係）について
(2) 基調報告：災害時の外国人支援について【講演】
(3) 意見交換（災害時の外国人支援等について）

（第 3回）令和 2年 1月 20日 
＜議事内容＞ 
(1) 「新たに来日した外国人就労者に対する早期適応研修カリキュラム」について
(2) 「外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するための憲章」の見直しにつ
いて

(3) あいち多文化共生センターにおける相談状況について
(4) 意見交換（今年度の生活環境の整備、災害時の支援に関する取組等について）

出席機関 ＜事務局＞ 
愛知県（多文化共生推進室）、名古屋出入国在留管理局 

＜ＷＧ構成団体＞ 
東海北陸厚生局、愛知県商工会議所連合会、愛知県商工会連合会、（一社）中部経済連合会、

愛知県経営者協会、愛知県中小企業団体中央会、日本労働組合総連合会愛知県連合会、名古
屋市、愛知県市長会、愛知県町村会、（公財）愛知県国際交流協会、中部管区行政評価局  

備考 愛知県は、上記の生活環境WG開催による関係行政機関との連携強化の成果として、令和
元年 11月から、愛知県の一元的相談窓口（あいち多文化共生センター）において、名古屋出
入国在留管理局及び愛知労働局の職員の派遣を受けた専門相談を開始したことを挙げてい
る。 

（注）1 愛知県の資料に基づき、当局が作成した。 
2 「出席機関」のうち、国の行政機関には下線を付した。 
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図表 3－(2)－② 静岡市における関係機関との連携強化に係る取組 

会議名 静岡市外国人住民施策連絡会議 
目的 外国人施策に関係する各機関との情報交換や連絡の緊密化 

開催状況 
（令和元年度）

＜日時＞令和元年 10月 31日（木）14時 00分～15時 30分 
＜主な内容＞ 
・ 静岡市の状況（静岡市多文化共生総合相談センターの紹介）
・ 各機関における相談について（外国人相談窓口の整備状況、相談受付状況等）
・ 意見交換（各機関の現状、外国人からの相談に係る取組の紹介等）    等 

出席機関 ＜事務局＞ 
静岡市（市民局男女参画・多文化共生課） 

＜出席機関＞ 
 静岡地方法務局（戸籍課、人権擁護課）、静岡地方検察庁、静岡税務署、静岡労働基準監督
署、静岡公共職業安定所、静岡年金事務所、清水年金事務所、静岡地方裁判所、静岡家庭裁判
所、中部管区行政評価局静岡行政監視行政相談センター、名古屋出入国在留管理局静岡出張
所、静岡県、静岡県警察本部（警務部教養課、刑事部国際捜査課）、静岡県中央警察署、静岡
南警察署、清水警察署、静岡県弁護士会、静岡県行政書士会（静岡支部、清水支部）、法テラ
ス静岡法律事務所、公益財団法人静岡県国際交流協会、静岡市国際交流協会、静岡市 

備考 ・ 静岡市は、上記会議を活用し、静岡市内の行政相談や法律相談などの専門相談ができる
相談窓口の一覧（「静岡市住民向け相談窓口一覧表」）を作成し、HPで公開している。
（参考）https://www.city.shizuoka.lg.jp/000_002142.html

・ 上記会議では、各機関の相談窓口の外国語対応状況や相談件数・内容、相談者の国籍の
傾向等について情報交換されており、出席者からは、このような他機関の業務を知れる機
会は有効であり、相談者対応で連携しやすい関係づくりの場として活用したいとの意見が
出ている。

（注）1 静岡市の資料に基づき、当局が作成した。 
2 「出席機関」のうち、国の行政機関には下線を付した。 

図表 3－(2)－③ 豊橋市における関係機関との連携強化に係る取組 

会議名 豊橋市多文化共生推進連絡協議会 
目的 国、県等の関係機関や企業、日本人市民、外国人市民、NPO・ボランティア団体等関係団

体の連携強化及び、豊橋市多文化共生推進計画に基づく取組み状況など情報の共有化 
開催状況 

（令和元年度）
＜日時＞令和元年 8月 1日（木）14時 00分～ 
＜主な内容＞ 
・ 豊橋市の総人口及び外国人市民人口の推移
・ 豊橋市多文化共生推進計画の進捗状況等
・ 各団体・機関の取組状況
・ 意見交換

出席機関 ＜事務局＞ 
豊橋市（市民協創部多文化共生・国際課） 

＜出席機関＞ 
 豊橋労働基準監督署、豊橋公共職業安定所、日本年金機構（豊橋年金事務所）、愛知県多文
化共生推進室、豊橋商工会議所、中部アウトソーシング協同組合、豊橋市自治連合会、NPO
法人ABT豊橋ブラジル協会、一般社団法人東三河セーフティネット、学校法人豊橋インター
ナショナルアカデミー、豊橋市立豊橋高等学校、豊橋市教育委員会、豊橋市国際交流協会、
愛知県警豊橋警察署、愛知県警本部（警務部教養課国際警察センター） 

備考 上記会議では、各機関の外国人相談窓口や多言語対応に係る取組の紹介、意見交換が実施
されているなど、関係機関間の情報共有、連携強化を図る機会となっている。 

（注）1 豊橋市の資料に基づき、当局が作成した。 
2 「出席機関」のうち、国の行政機関には下線を付した。 

-97-



図表 3－(2)－④ 浜松公共職業安定所における関係機関との連携強化に係る取組 

会議名 日系人就業支援連絡会議 
目的 日系人の就業支援のための関係機関との情報共有、連携強化 

開催状況 
（令和元年度）

＜日時＞令和元年 6月 11日（火）14時 00分～16時 00分 
＜主な内容＞ 
・ 浜松公共職業安定所管内の外国人雇用・失業情勢（浜松公共職業安定所が説明）
・ 浜松公共職業安定所における外国人関係業務（浜松公共職業安定所が説明）
・ 各機関の外国人関係事業の予定等（各機関からの自己紹介等も含む）

出席機関 ＜事務局＞ 
浜松公共職業安定所 

＜出席機関＞ 
浜松労働基準監督署、静岡県西部県民生活センター、静岡県立浜松技術専門校、浜松市企

画調整部国際課、浜松市産業部産業総務課、浜松市教育委員会教育総合支援センター、公益
財団法人浜松国際交流協会、浜松商工会議所、一般財団法人日本国際協力センター 

備考 上記会議は、年１回程度開催しており、浜松公共職業安定所は、自らが設置する外国人相
談窓口（外国人コーナー）及び湖西市外国人総合相談コーナー（湖西市地域職業相談室に浜
松公共職業安定所の相談員と通訳が常駐）を紹介するなど、外国人相談に係る取組状況につ
いて、関係機関との情報共有を実施している 

（注）浜松公共職業安定所の資料に基づき、当局が作成した。 

図表 3－(2)－⑤ 岐阜県における市町村担当者間の連携強化に係る取組 

会議名 外国人相談員等ネットワーク会議 
目的 外国人住民の増加、定住化などに伴う外国人住民の相談の多様化による外国人住民を取り

巻く様々な相談等に対し、広域的に連携し対応するためのネットワークの構築 
開催状況 

（令和元年度）
（第 1回）令和元年 8月 9日（金）13時～16時 
＜主な内容＞ 
・ 各種在留資格、外国人の入国手続き等、出入国在留管理局に係る講義
・ グループディスカッション・質疑応答
（第 2回）令和元年 12月 17日（火）13時～16時
＜主な内容＞
・ 外国人の法律相談、法テラスの役割等
・ グループディスカッション・質疑応答

参加者 外国人相談員、市町村多文化共生担当者、市町国際交流協会担当者

備考 上記会議は研修を通じて、県内市町村の相談窓口担当者間の連携強化を図る取組となって
おり、参加者からのアンケート結果をみると、他の相談員との意見交換や相談業務での悩み
を共有できる機会として好評である。 

（注）岐阜県の資料に基づき、当局が作成した。 

図表 3－(2)－⑥ 静岡県における市町担当者間の連携強化に係る取組 

会議名 外国人受入環境整備に関する意見交換会 
目的 県内市町における外国人相談窓口に係る取組についての情報交換、各窓口間の連携強化等 

開催状況 
（令和元年度）

＜日時＞令和 2年 2月 12日（木）13時 30分～16時 00分 
＜主な内容＞ 
（1）各市町の相談窓口の整備状況 
（2）相談窓口に関する意見交換 

参加者 静岡県内市町の外国人相談窓口担当者 
備考 参加者からは、次のような意見等があった。 

・ タブレット端末によるテレビ電話通訳サービスをどのように活用しているか。
・ 相談内容が専門的になると、ポケトークの活用は難しい。
・ 一元的相談窓口に寄せられる込み入った相談にどう対応しているのか。

（注）静岡県の資料に基づき、当局が作成した。 
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図表 3－(3)－① 外国住民向けの税務相談会等の開催（取組例） 

 豊橋市 可児市 
相談会 

 
『外国人のための税務相談会 2020』 
＜日時＞ 令和 2年 2月 2日（日） 

同年同月 9日（日） 
        10：00～16：00 
＜場所＞ 豊橋市役所 
＜定員＞ 100名（各日）（予約制） 
＜主催＞ 豊橋市 

（豊橋市国際交流協会に受託） 
＜共催＞ 東海税理士会豊橋支部 

      NPO法人ABT豊橋ブラジル人協会、
TFA豊橋フィリピン協会 

『確定申告相談』（外国人相談コーナー） 
＜日時＞ 令和 2年 2月 25日（火）から 

同年 2月 28日（金）まで 
        9：00～16：00 
＜場所＞ 可児市総合会館 
＜定員＞ 36名（各日）（予約制） 
＜主催＞ 可児市 
 
※ 市主催の「確定申告相談」（令和 2年 2月
17 日から 3 月 16 日まで）の期間中、上記
4日間は外国人相談コーナーを特設 

対応者 税理士（12名）と通訳（ポルトガル語、スペ
イン語、英語及びタガロク語）が 2人 1組とな
り、確定申告の補助、相談対応を実施 

税務署の研修を受講した可児市職員（2 名）
と市の一元的相談窓口の外国人相談員（ポルト
ガル語、タガロク語及び英語）が、確定申告の
補助、相談対応を実施 

相談者 
(実績) 

相談者数：314人（市外在住の外国人 24人を含む。） 

（国籍：ブラジル（195 人）、フィリピン（104
人）、ペルー（9人）、パラグアイ（3人）、アル
ゼンチン（1人）、グアテマラ（1人）、タイ（1
人）） 

相談者数：125人 
（参考） 
相談予約者数：132人 
（国籍：フィリピン（42人）、ブラジル（90人）） 
 

相談 
内容 
等 

東海税理士会豊橋支部から聴取した相談内
容等は、以下のとおりである。 
・ 給与所得者からの相談が大半で、本来であ
れば、勤務先で年末調整できる方が多いが、
中小企業の場合、外国人に係る扶養親族の確
認手続きが煩雑であるため、年末調整をして
いない状況にある。 

・ 扶養控除に係る相談が大半で、ほかに医療
費、健康保険の控除に係る相談がある。 

・ 近年、持ち家を持つ外国人も増えており、
上記相談会に来た方の中には、住宅ローンに
係る「住宅借入金等特別控除」の申告をよく
理解しておらず、還付を受け損なう可能性が
あった例がある。 

市担当者から聴取した相談内容等は、以下の
とおりである。 
・ 給与所得者からの相談が大半で、本来であ
れば、勤務先で年末調整できる方が多いが、
勤務先が手続を行ってくれないため、自ら確
定申告をする外国人が多い。 

・ 扶養控除に係る相談が大半である。 
・ 近年、持ち家を持つ外国人も増えており、
住宅ローンに係る「住宅借入金等特別控除」
の申告も増えている。 

備考 ・ 上記取組は、ブラジル人協会の要請に対し
て、東海税理士会豊橋支部が協力する形で 18
年前から実施している。 

・ 同支部によると、上記相談会前に、当日相
談対応をする税理士、通訳は、豊橋税務署の
研修を受けている。 

  また、同税務署から、必要書類等に係る説
明資料（英語、ポルトガル語、スペイン語）
の提供を受けている。 

・ 同支部によると、ほかの自治体からも同様
の協力要請があり、豊橋市以外でも税務相談
会を開催しているが、人的にも予算的にも限
界があるとしている。 
また、同支部からは、外国人を雇用する企

業を指導し、外国人労働者が日本人と同じよ
うに勤務先で年末調整できる環境を整える
べきであり、実現すれば、税務相談会を利用
する方も減るとの意見があった。 

・ 可児市では、上記のような税務相談におけ
る外国語対応を 2年前から実施しており、令
和元年度は、できるだけ多くの外国人に対応
できるよう、「外国人相談コーナー」の設置日
を設けている。 

・ 市担当者は、税務相談を実施していない近
隣の他市に在住する外国人からも、確定申告
に係る相談が可児市の外国人相談窓口に寄
せられているとしている。 

・ 市担当者は、人材派遣会社で勤務する外国
人で、派遣元で年末調整してもらえないため
に、上記の税務相談を利用して自身で確定申
告するケースも多いとしている。 

（注）当局の調査結果による。 
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図表 3－(3)－② 東海 4県における一元的相談窓口担当者等の研修実施状況（令和元年度） 

自治体 研修内容等 備考 
愛知県 『外国人相談担当者研修会』＜年 1回開催＞ 

・ 「外国人相談のための『改正入管法』の基礎知識」
（講師：名古屋出入国在留管理局職員）

・ 「在留資格別 相談のポイントと注意点」
（講師：行政書士）

・ 県内市町村の外国人相談担当
者、多文化ソーシャルワーカー、
語学通訳アルバイト等が対象

・ 研修の質疑応答では、相談窓口
担当者から在留資格の取得、変更
に係る質問等が出ている。

岐阜県 『外国人相談員ネットワーク会議』 
＜第 1回＞ 
・ 「外国人の在留資格と手続」

（講師：名古屋出入国在留管理局職員）
・ クループディスカッション、質疑応答

＜第 2回＞ 
・ 「知っておきたい法的トラブル対応の基礎知識～こ
んなときに使える！法テラス」
（講師：法テラス岐阜（弁護士、事務局職員））

・ クループディスカッション、質疑応答

・ 県内の外国人相談員、市町村多
文化共生担当者、国際交流協会担
当者が対象

・ 受講者からは、「出入国在留管
理局担当者や法テラスとの協力
関係ができた」、「今後の相談業務
に役立つ」、「他の相談員と意見交
換や業務の上の悩みを共有でき
てよかった」などの意見が出てお
り、好評を得ている。

静岡県 『静岡県多文化共生総合センター かめりあ連携研修会』 
＜西部地区、中部地区、東部地区（各 1回）＞ 
・ 「外国人相談業務に必要な基礎知識について」
※ 法律相談などにおける相談通訳等、入管法の基本（在
留資格、在留特別許可等）等
（講師：行政書士又は弁護士）

・ 「外国人相談員の領域、対応のノウハウ、注意する点」 
「外国人相談にあたり役立つワークショップ」
（講師：（公財）兵庫県国際交流協会相談員）    等

・ 県内 3地区で開催し、静岡県内
の外国人相談窓口担当者、国際交
流協会担当者のほか、県・市福祉
課、児童課の職員、各機関外国人
業務担当者約 130名が参加

三重県 『外国人相談担当者研修会』 
・ 「外国人の在留資格に関する相談について」

（講師：行政書士）

・ 三重県の一元的相談窓口の相
談員等が参加

(注) 当局の調査結果による。 
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図表 3－(3)－③ 東海 4県 4市の一元的相談窓口担当者等が受講した主な研修（令和元年度） 

分野 研修テーマ名【主催】 
在留資格 在留資格の基礎知識【一般社団法人】 
労働 技能実習生との共生の地域づくり推進事業【公益財団法人】 

外国人材雇用の現状と課題【公益財団法人】 
労働法セミナー（多様な働き方に関する法律（※「多様な人材」として外国人を含む内容）
【労働局】 
労働に関する相談の通訳（労働問題、労働と在留資格、相談先等）【民間団体】 
新しい外国人労働者の受入制度と多文化共生総合ワンストップセンター【弁護士会】 

福祉 外国人に適用される社会保障、福祉サービスの現状【一般社団法人】 
外国にルーツのある人々の乳幼児期から老年期までのライフサイクルに応じた「支援のつな
がり」の構築、強化（県の取組紹介、多言語・多文化保育の実践、多言語・多文化介護の実
践等）【一般財団法人】 
福祉的支援のあり方（生活保護機関等による滞日外国人支援、外国籍ＤＶ被害者への支援
等、外国人児童生徒等への対応等）【一般社団法人】 
多文化ソーシャルワークと共生社会（滞日外国人と医療）【一般社団法人】 

教育 基礎的日本語教室を中心とした体制づくり事業【ＮＰＯ法人】 
外国ルーツの子ども教育をめぐる課題【ＮＰＯ法人】 

災害 外国人防災啓発事業【公益財団法人】 
住宅 住宅支援フォーラム（住宅確保要配慮者（外国人、高齢者、障害者等）へ住まい確保に係る

支援（取組紹介））【公益社団法人等】 
司法 法テラスの業務説明、相談窓口と法テラスの連携事例紹介【法テラス】 

司法ソーシャルワークの取組、成年後見制度、刑事事件における入口支援等【法テラス】 
相談窓口 
応対技法 

自治体外国人政策の実務（多文化共生の現状・課題、外国人住民とのコミュニケーション技
法、多言語対応、窓口対応における課題、解決策等）【公益財団法人】 
外国人相談事業運営担当者に求められる役割、連携・ネットワークの構築（多文化社会にお
ける相談窓口のあり方、外国人相談事業のコーディネーターの役割等）【一般財団法人】 
現代日本における多文化ソーシャルワークの必要性【一般社団法人】 
多文化共生ソーシャルワークを核とした支援体制の検討と試験的実施【一般財団法人】 
コミュニティ通訳の基礎（通訳者の心構え、マナー、実習）【民間団体】 
相談員・通訳者スキルアップ研修（応対の基本・マナー、児童虐待やＤＶ等への対応、通訳
者としてのテクニック等）【ＮＰＯ法人】 
通訳者・外国人相談員向け基礎知識（通訳と相談員の役割の違い等）【ＮＰＯ法人】 

その他 地域多文化コーディネーターの要請【一般財団法人】 
日系ブラジル人移住者の法律問題【ＮＰＯ法人】 
日本におけるブラジル人コミュニティの過去と未来【学校法人、領事館】 
男女共同参画の視点に立った相談対応【県】 
在住外国人のライフプランとキャリア支援事業【一般財団法人】 

(注) 当局の調査結果による。 
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図表 3－(3)－④ 東海 4県 4市の一元的相談窓口担当者等が受講を希望するテーマ 

分野 希望する研修テーマ 理由、意見等 
在留資格 ・ 在留資格の種類や手続きの

方法について
・ 特定技能制度及び現状

・ 在留資格申請に添付する書類には市で取得するもの
が多いため、関係手続等の基礎知識があれば、対応しや
すい。

・ 名古屋出入国在留管理局が、県やブロック単位で相談
員向けの研修を実施してくれれば助かる。
また、研修を通じて、地方公共団体と同局との連携を

図りたい。 
労働 ・ 技能実習制度及び課題

・ 技能実習生からの相談対応
について

・ 技能実習生が増加傾向にあり、今後、技能実習生から
の相談も増えることが見込まれるため、制度や課題を
学び、備えておきたい。

・ 技能実習生からの相談は対応が難しく、案内できる窓
口が分からない。

・ 労働基準監督署、外国人技能実習機構では、技能実習
生に対してどのような対応ができるのか、各機関の役
割、取組を知りたい。

災害 ・ 災害時外国人支援情報コー
ディネーター※の養成研修
※ 災害時に行政等から提供される関係

情報を整理し、避難所等にいる外国人

被災者のニーズとのマッチングを行う

者

左記の研修は、総務省自治行政局が地方公共団体の職
員や地域国際化協会等の職員を対象として実施している
が、「災害多言語支援センター」の役割を担う一元的相談
窓口の相談担当者や地域で外国人を支援する団体にも受
講してほしい内容であるため、広く受講する機会を設け
てほしい。 

相談窓口 
応対技法 

等 

・ 国等の行政機関の多言語対
応状況について

相談者に他機関の相談窓口を案内するためには、紹介
先となる相談窓口の多言語対応状況や対応内容を把握し
ておきたい。 

・ 外国人相談事業の運営 今後、外国人相談員を統括するコーディネーターを配
置し、統一的な相談対応や他機関との連携を図る取組を
検討しているなど、相談窓口の運営に関して、試行錯誤し
ている段階であるため、他の窓口の取組を参考としたい。 

・ 外国人相談員のメンタルヘ
ルス

 深刻な相談を長時間受けることや、専門的な内容を通
訳する相談員の負担がかかっていることから、相談員の
メンタルケアも必要だと感じている。 

・ 外国人住民の抱える課題や
その支援方法

・ 相談対応スキルアップ研修

 外国人の国籍によって、文化や常識が異なるため、相談
者の国籍に合わせた応対方法を学びたい。 

(注) 当局の調査結果による。 
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